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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年度行政活動の評価の結果の反映状況説明書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮　城　県

　この書面は、行政活動の評価に関する条例（平成１３年宮城県条例第７０号）第１１条第１項の規定により、平成１８年度に実施

した行政評価の結果を平成１９年度の当初予算編成等に反映した状況について、同条第２項の規定に基づき作成したものである。

１　政策評価・施策評価

　平成１８年度に実施した政策評価・施策評価の結果については、平成１９年度事業の企画立案、予算編成等に反映した。

　※企画立案及び予算編成への反映経過

　平成１８年度の政策評価・施策評価は、総合計画第Ⅱ期実施計画で定められた３６政策、２１３施策のうち、政策評価指標が設定されている３０政

策、１０５施策を対象として評価を実施した。評価に当たっては、第三者機関である行政評価委員会政策評価部会による調査審議を経ており、同部会

からの専門的かつ建設的な意見についても県としての対応方針を定め、事業の企画立案等に反映することとした。

　県では、これらの評価結果から得られた情報等を基に、平成１９年度の施策展開等について検討を重ねるとともに、必要な予算措置の検討を行った。

その中でも、１０年後に目指す宮城の姿を提示した「宮城の将来ビジョン」の実現に向けて優先的、重点的に取り組むべき事業内容を検討した結果、

平成１９年度の重点事業として２９８事業を選定し必要な予算編成を行った。

　なお、平成１８年度に実施した政策評価・施策評価に関する反映状況は、次表のとおりである。



（凡例）

10　方向性・次年度の方向性の説明：評価結果を踏まえた平成１９年度の施策展開の方向性及びその説明を記載している。
　　拡充：県として特に重点的に取り組むべきと判断したもの
　　維持：県として今年度と同レベルで継続して取り組むべきと判断したもの
　　縮小：県としての取り組みを縮小すべきと判断したもの

○右側部分は、平成１８年度に実施した政策評価・施策評価の結果を平成１９年度の重点事業に反映した状況について、「宮城の将来ビジョン」に基づき、重点事業名、担当部局名、
新規事業、平成１９年度の予算額を記載している。

○左側部分は、宮城県総合計画及び同実施計画に基づき設定した施策体系（以下「施策体系」という。）及び政策評価指標に基づいて行った平成１８年度の政策評価・施策評価の結果
を記載している。
１　政策整理番号：施策体系に位置づけられている36政策に1～36の番号を付し整理したものを記載している。
２　政策番号：施策体系に位置づけられている36政策を分野（1～4）、基本方向（1～12）、政策（基本方向を構成する政策に番号を付し整理）ごとにそれぞれ番号を付し整理した
　　　　　　ものを記載している。
３　分野：各政策が属する施策体系の分野名（くらし、なりわい、ふるさと、まじわり）を記載している。
４　政策名：施策体系の政策名を記載している。
５　第５回県民満足度調査結果
　　重視度：各政策に対して、県民がどの程度重要と考えているかを点数（100点満点：中央値）で示している。
　　満足度：各政策に対して、県民がどの程度満足と考えているかを点数（100点満点：中央値）で示している。
　　重視度と満足度のかい離：重視度と満足度の差を示している。また、数値により「極めて高い(40点以上)」、「非常に高い(30点以上～40点未満)」、
　　　　　　　　　　　　　「高い(20点以上～30点未満)」、「中(10点以上～20点未満)」、「低い(10点未満)」に分類している。
６　政策評価：政策を実現するための施策群を総合的に評価した結果（「適切」、「おおむね適切」、「課題有」のいずれか）を記載している。
７　施策番号、施策名：各政策を構成する施策に番号を付し、施策名を記載している。
８　政策評価指標名・達成度：宮城県が長期的、戦略的に目指すべき政策目標として、政策を構成する施策ごとに定量的な目標値を定めて設定した指標について、達成のレベルの
　　　　　　　　　　　　　区分を示している。複数の政策評価指標を持つ施策については、複数段書きで表記している。
　　Ａ：目標値を達成している。
　　Ｂ：目標値を達成していないが、設定時の値から見て指標が目指す方向に推移している又は現状維持している。
　　Ｃ：目標値を達成しておらず、設定時の値から見て指標が目指す方向と逆方向に推移している。
　　…：現状値が把握できないため判定不能
９　施策評価：施策を実現するための事業群を総合的に評価した結果（「適切」、「おおむね適切」、「課題有」のいずれか）を記載している。
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3

保健福祉部

保健福祉部

障害者グループホーム等整備
促進事業

保健福祉部 1,350

4,134

24,000

6 認知症地域医療支援事業 保健福祉部 新 1,347

5
介護予防に関する事業評価・
市町村支援事業

保健福祉部 7,000

5,345

生涯現役で安心して暮らせる社
会の構築

2 介護支援専門員資質向上事業 38,620保健福祉部

1
特別養護老人ホーム建設費補
助事業

保健福祉部

番
号

評価結果の反映状況

　障害者・高齢者が地域で自分らしい生活を送るための環境づくりに向け、次のとおり重点事業を選定し、施設
整備の促進や様々な支援体制の充実を図ることとした。

80

－ 1

政策名

維持

おおむね適
切

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

(3)

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

21
高齢者が元気に安心して暮らせ
る環境づくり

2 高次脳機能障害者支援事業

担当部局

327,400

H19
予算額
(千円)

新

保健福祉部 新

障害があっても安心して生活で
きる地域社会の実現

3

3
介護支援専門員支援体制強化
事業

22

7,137

1

保健福祉部4

達成度

・・・

A

A

施策
評価

おお
むね
適切

　みやぎ障害者プランの基本理念等の実現に向け、さらに重度の障害者を含めた障害
者が地域で生活していくための支援について充実させていく。
　重度障害者や重症難病患者が家庭で安心して療養・生活できるよう，また，介護を
行う家族の精神的・肉体的負担が軽減されるよう支援を行うことは，「施設等から地
域生活へ」という社会全体の流れの中で今後ますます重要となってくるため，総合的
な支援体制の確立を目指し，一層の充実を図っていく必要がある。具体的には、重度
の障害者が通う通所更生施設等において指導員の加配を行うための人件費を補助した
り、在宅の障害児者の日中預かり等を行う場合に補助する等の支援を行っていく。

重点事業名

重視度
(中央値)

満足度
(中央値) 50 30

政策評価指標名
方向
性

重視度と満足
度のかい離

非常
に高
い

施
策
番
号

担当
部局

施策名

第５回県民満足度調査結果

分野 くらし政策整理番号

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　みやぎ障害者プランの基本理念等の実現に向け、さらに障害者の地域での生活支援を充実さ
せていく必要がある。
　障害者が地域で自分らしい生活を安心して送るためには、高齢者、障害者及び児童などのそ
れぞれの分野における施策の充実はもちろんのこと、それぞれの対象者が、地域を構成してい
る住民としての役割を持ちながら安心して暮らしていくため、分野の枠を越えた支援施策の充
実が求められている。このため、共生型グループホームや共生型小規模多機能施設に対するソ
フト及びハード両面の支援など、いわゆる共生型の施策展開を積極的に実施し、地域で安心し
て暮らすことのできる支援体制を構築することが求められている。
　件数は年々増加しているものの未だ絶対数が不足している知的障害者グループホームや通所
施設に対する整備費補助等により、生活の場や日中活動の場の整備を促進し、その量的な充実
をはかる。
　重介護型グループホーム、医療的ケア付きグループホームなどの整備に向けた支援を行うな
ど、重度障害者のための支援策を充実させていく。
　自立した生活をおくるためにも、障害者の就労支援について今後検討していく必要がある。

1
政策
番号
1

政策評価

保健福祉部1

1 障害者の地域での生活支援

2
重度障害者の家庭での生活
支援

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

おお
むね
適切

－

維持
利用希望者に対する提供

率

障害者生活支援センター
設置数

グループホーム設置数

障害者・高齢者が地域で自分らしい生活を送るための環境づくり 

地域包括支援センター職員等
研修事業

発達障害者支援センター事業



おお
むね
適切
維持

政策評価指標名

B
要支援・要介護高齢者の
うち介護サービスを利用
している者の割合

達成度

施
策
番
号

施策名

3
介護が必要な高齢者を支え
るサービスの充実 (3)

障害があっても安心して生活で
きる地域社会の実現

方向
性

施策
評価

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
H19
予算額
(千円)

生涯現役で安心して暮らせる社
会の構築

4

2,013

保健福祉部

新

保健福祉部

保健福祉部

担当部局

962

60,696

11 難病相談・支援センター事業

9

地域福祉実践モデル事業

8

27,997

保健福祉部

ＡＬＳ等総合対策事業 保健福祉部10

9,273

5

番
号

6

7

保健福祉部

保健福祉部 5,493

地域福祉市町村支援事業 保健福祉部

共生型地域生活総合支援事業

1,669

11,200

地域福祉活動促進事業

障害児(者)相談支援事業

精神障害者自立生活支援事業

重点事業名

元気高齢者の生きがいづく
り

おお
むね
適切
維持

　要介護高齢者の増加に伴い，介護支援専門員や居宅介護事業所も増加するが，経験
の浅い専門員も増加しており，サービスの質の確保・向上のためには，介護支援専門
員を支える人材や仕組みが必要である。
　行政が行う研修にも限界があることから，効果的・効率的な研修体系の下，指導的
立場にある者を対象に引き続き事業を実施する必要がある。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

22

5
障害者や高齢者の地域での
生活を支援する人材の確保

訪問リハビリテーショ
ン・介護予防訪問リハビ
リテーションの利用回数

おお
むね
適切
維持Bケアマネジメントリー

ダー数

　団塊世代が高齢者になる2015年（平成27年）の高齢者介護を視野においた介護保険
サービスの基盤整備は，ますます重要になっており，重点的に実施する必要がある。
　平成17年度に策定した「第３期みやぎ高齢者元気プラン（平成18～20年度）」の実
現に向け，個室化やユニットケアに対応した特別養護老人ホームや介護老人保健施設
の整備，ユニットケア研修などサービスの質の向上を計画的に推進することとしてい
る。
　2015年を見据えた第３期計画に沿って，重点事業として着実に事業を推進する必要
がある。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　介護保険制度として居宅サービスの充実に重点が移ってきており，提供量の少ない
訪問リハビリテーション，介護予防訪問リハビリテーションを充実させることが急務
であり，サービス提供事業者の増加を図るとともに，これを支える人材育成が重要で
ある。
　事業群の充実を図るため，継続的に推進する必要がある。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

4 ・・・
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5

7,200

10,800

49,000

40,000

3,900

2 81,000

7,800

保健福祉部

新
H19
予算額
(千円)

番
号

重点事業名 担当部局

評価結果の反映状況

　どこに住んでいても必要な医療や保健サービスが受けられる環境づくりにおいては、次のとおり重点事業を選
定し、地域医療体制の整備・充実に向けた着実な医師確保対策の推進や救急医療体制の整備促進を図ることとし
た。

保健福祉部

政策評価

重視度
(中央値)

くらし

満足度
(中央値)

4

保健福祉部

保健福祉部

保健福祉部

宮城県ドクターバンク事業

自治体病院等臨床研修支援事
業

新

保健福祉部

在宅緩和ケア対策推進事業 保健福祉部

8 認定看護師養成事業 新

3

3,900

7

5

次
年
度
の
方
向
性

の
説
明

　この施策は，施策重視度（80）と施策満足度（45）のかい離が35点と非常に高く，
がん死亡者の割合が年々増加傾向にあることから重点的に取り組んでいくべき施策で
ある。
　がん患者の死亡数が増加傾向にあり，介護保険の特定疾病にもがん末期患者が含ま
れることとなったことや在宅医療の推進など医療提供体制の見直しなどにより，在宅
で最期を迎えられることができるような地域の体制整備・人材育成等を推進してい
く。

6
医療・保健を担う人材の養
成・確保

次
年
度
の
方
向
性

の
説
明

8,750保健福祉部小児救急医療対策事業

方向
性

施策
評価

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

適切

(1)

施策名

施
策
番
号

非常
に高
い

救急搬送患者の二次医療
圏内搬送率 拡充

おお
むね
適切

B
2

第５回県民満足度調査結果

達成度政策評価指標名

政策整理番号

重視度と満足
度のかい離

2
政策
番号
1

85 50

政策名 どこに住んでいても必要な医療や保健サービスが受けられる環境づくり

35

分野－ 1 －2
担当
部局

安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

安心できる地域医療の充実

子どもを生み育てやすい環境づ
くり

次
年
度
の
方
向
性

の
説
明

　今後、三次救急医療の充実や圏域間調整、研修・普及啓発事業に重点を移す。
　この政策の中で県民の優先度は２位であり、施策重視度と施策満足度のかい離も35
点と高いことから、拡充して取り組む必要がある。
　三次救急医療として、東北大学病院高度救命救急センターの活用を促進する。

13
次代を担う子どもを安心して生み
育てることができる環境づくり

(3)
生涯現役で安心して暮らせる社
会の構築

19

がん患者在宅看取り率

おお
むね
適切

3 救急医療体制の充実

・・・5 在宅ホスピスケアの推進

医学生修学資金等貸付事業

1

1

拡充

救急医療体制強化推進事業

救急医師養成事業

地域医療システム学講座設置
事業

保健福祉部

保健福祉部

6
医療法に基づく医師数の
標準を充足している病院

の割合
B
おお
むね
適切
拡充

　医師確保の具体的な成果が上がるよう，できる限りの事業展開を図ることとしてい
る。
　医師確保支援のための各事業の実績評価等を踏まえて，次年度以降の施策展開の方
向性を検討・判断する必要があるが，地域における医師不足が深刻な状況であること
から，事業群を積極的に推進し，事業を拡大させる。
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7

19,958

13
次代を担う子どもを安心して生み
育てることができる環境づくり

番
号

重点事業名
H19
予算額
(千円)

担当部局 新

子ども虐待対策事業 保健福祉部

親(母)と子の宿泊型生活サ
ポート事業

保健福祉部 14,500

7
ファミリーグループホーム事
業

保健福祉部

11,143

地域組織活動育成事業

子どもメンタルサポート事業 保健福祉部

21,240

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

1 次世代育成支援対策事業 保健福祉部 9,648

政策
番号
1

施策名

重視度
(中央値) 50

子どもを安心して生み育てることができる環境づくり

30

施
策
番
号

保健福祉部

政策評価

評価結果の反映状況

　子どもを安心して生み育てることができる環境づくりにおいては、次のとおり重点事業を選定し、子育て家庭
の多様なニーズに応じた各種保育サービスの充実や子どもと家族に対する相談・支援体制の充実を図ることとし
た。非常

に高
い

第５回県民満足度調査結果

担当
部局

政策整理番号

政策名

保健福祉部

6

3 地域子育て支援センター事業

5

2 一時保育事業

190,252

900

保健福祉部

4

8

3 多様な保育サービスの充実

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　新たな保育需要への対応やサービス内容の充実を求める県民のニーズが，県民満足
度調査（施策重視度85点）に表れていると考えられることから，地域のニーズに対応
した保育サービスが充実されるよう市町村を支援していくことが必要である。
　県民のニーズが多様化してきていることから，多様な保育サービスの充実を図るた
めの事業を拡充する。
　平成18年10月からの施行が予定されている「認定こども園」について，各市町村の
実情に応じて制度の活用が図られるよう支援していく。

おお
むね
適切
拡充

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　少子化対策や虐待等の児童をめぐる問題は社会的な最重要課題となっており，県政
における最重点課題の一つとして，事業を積極的に推進する必要がある。
　次代を担うのは子どもであり，その子どもの健やかな成長は，安心して暮らせる社
会づくりの根幹をなすものである。
　地方における長引く経済不況や子育てに対する不安を背景に，少子化や虐待等子ど
もを巡る問題は増大し，複雑かつ深刻なものとなっている。この施策の必要性は増し
ており，次年度も拡大すべきものと判断する。

1 －3

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

(1)
子どもを生み育てやすい環境づ
くり

C保育所入所待機児童数

くらし

方向
性

拡充

達成度政策評価指標名
施策
評価

おお
むね
適切

－

9

3

おおむね適
切

6
子どもと家庭を支える相
談・支援体制の充実

A児童相談所における児童
虐待相談の相談率

重視度と満足
度のかい離80

満足度
(中央値)

分野

151,317保健福祉部児童クラブ等活動促進事業

保健福祉部 7,263



「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

母子自立支援対策事業 保健福祉部
一部
新

11

保健福祉部

重点事業名 担当部局 新

母子保健児童虐待予防事業

H19
予算額
(千円)

1,621

児童養護施設整備推進事業 147,921

2,989

1

不妊治療相談・支援事業

13

1

保健福祉部

保健福祉部

保健福祉部

保健福祉部

(3)

保健福祉部 新

13,284

新 423

32,463

13

(1)
子どもを生み育てやすい環境づ
くり

多様な就業機会や就業環境の創
出
18

2

新生児聴覚検査療育体制整備
事業

12

次代を担う子どもを安心して生み
育てることができる環境づくり

子ども人権対策事業

生涯現役で安心して暮らせる社
会の構築

番
号

10

安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

2
配偶者暴力(ＤＶ)被害者支援
対策事業

707

(5)
だれもが安全に、尊重し合いな
がら暮らせる環境づくり

25 安全で安心なまちづくり

8



9

(4)
コンパクトで機能的なまちづく
りと地域生活の充実

24
コンパクトで機能的なまちづく
りと地域生活の充実

A
外出時に不自由を感じて
いる障害者・高齢者の割

合

企画部 新 10,000

22
障害があっても安心して生活で
きる地域社会の実現

(3)
生涯現役で安心して暮らせる社
会の構築

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

保健福祉部

担当部局
H19
予算額
(千円)

新

3,268

評価結果の反映状況

　障害者や高齢者をはじめ、誰もが不便を感じることなく安心して生活できる環境づくりに向け、次のとおり重
点事業を選定し、施設整備及び普及啓発の促進を図ることとした。

企画部
保健福祉部

政策評価

誰もが暮らしやすいバリアフリー・ユニバーサルデザイン環境の整備

政策
番号

政策名

維持

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

おお
むね
適切

　高齢化社会の進展、要介護高齢者の増加に伴い、バリアフリー社会の推進は一層重
要となってくることから、鉄道駅舎等バリアフリー整備事業を引き続き実施するほ
か、離島航路を運航する船舶のバリアフリー化を促進していく必要がある。
　鉄道駅舎等バリアフリー整備事業については、市町村の事業予定に基づき、引き続
き事業を実施する。
　離島航路を運航する船舶のバリアフリー化については、次年度の事業予定はない
が、引き続き事業を継続する。
　県有施設以外の施設のバリアフリー化を促進するため，建築士等事業者への啓発や
支援策のあり方について検討する。

A
外出時に不自由を感じて
いる障害者・高齢者の割

合
2
誰もが利用しやすい施設や
道路等の整備

おおむね適
切

鉄道駅舎等バリアフリー整備
事業
1

第５回県民満足度調査結果

バリアフリー・ユニバーサ
ルデザインの意識啓発

30
重視度と満足
度のかい離

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　高齢化社会の進展，要介護高齢者等の増加に伴い，バリアフリー社会の推進は一層
重要となっており，バリアフリーの普及・啓発についての事業対象者を拡大し，効果
的・効率的に事業を実施する。
　バリアフリーの普及・啓発はバリアフリー社会を実現する上での基本であることか
ら，これまでの一般県民へのパンフレットやホームページ等による啓発を推進してい
くとともに，小学生への「福祉のまちづくり読本」の配布による普及・啓発に加え，
中学生以上の学生への福祉教育や福祉活動実施の際の協働化（民間と県）を充実・拡
大し，より効果的な事業の推進手法について検討する。

非常
に高
い

施策
評価

達成度

拡充
おお
むね
適切

重点事業名

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

方向
性

バリアフリーみやぎ推進事業1

政策整理番号 4 －

施
策
番
号

重視度
(中央値) 80

満足度
(中央値) 50

1

政策評価指標名

分野1－ 4 くらし
担当
部局

1

施策名
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11

重点事業名 担当部局 新

メタボリックシンドローム対
策戦略事業

保健福祉部 新

保健福祉部

5 福祉用具プランナー研修事業 保健福祉部

評価結果の反映状況

　生涯を健康に暮らすための健康づくりと病気の予防への取組においては、次のとおり重点事業を選定し、リハ
ビリテーション提供体制の構築やがん対策の推進を図るとともに、生活習慣改善のための普及啓発など県民の健
康づくりを支援する環境の整備を図ることとした。

5
政策
番号

高い

1 －

2,500

一部
新

5,100

450

2　平成17年度に「みやぎ２１健康プラン」の中間評価を実施したが，健康づくりと病
気の予防への取組のためには，より一層の県民意識の向上を図ることが必要であり，
今後さらに事業を強化していく必要がある。
　健康づくりは県民一人ひとりの取り組みが重要であることから，栄養・食生活，運
動，たばこ等健康づくりに関する県民意識の一層の向上を図る。
　特に働き盛り世代への働きかけを強化するためには，職域保健との連携が必要であ
り，地域・職域連携体制を整備する。
　推進基盤となる市町村，関係機関との連携強化を図る。
　直接住民に働きかける市町村の役割が大きいことから，全ての市町村での健康増進
計画の策定と計画の推進についての支援を強化する。
　生涯を通じた健康づくりのための食育を推進する。

5,000

10,003保健福祉部

保健福祉部

安心できる地域医療の充実

政策名

分野

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

(3)
1

20

49,463

10,093
19

3

4

6 がん対策総合推進事業

生涯を豊かに暮らすための健康
づくり

リハビリテーション支援機能
強化事業

保健福祉部

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

・・・健康寿命（６５歳時の平
均自立期間）

健康づくりに関する意識の
向上

地域リハビリテーション支援
体制整備事業

高齢者リハビリテーション促
進事業

保健福祉部

施
策
番
号

1

重視度
(中央値) 80

方向
性

拡充
生涯現役で安心して暮らせる社
会の構築

地域リハビリテーション医療
体制整備推進事業

保健福祉部

－

第５回県民満足度調査結果

4,000

H19
予算額
(千円)

おお
むね
適切

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

保健福祉部

政策評価

おおむね適
切

くらし
担当
部局

20

生涯を健康に暮らすための健康づくりと病気の予防への取組

政策整理番号 5 1

施策
評価

達成度

満足度
(中央値) 60

施策名 政策評価指標名

重視度と満足
度のかい離

2
生活習慣病の早期発見と予
防

拡充

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

・・・健康寿命（６５歳時の平
均自立期間）

　平成17年度に実施した「みやぎ２１健康プラン」の中間評価でも，生活習慣病の発症予防・
重症化予防のためには，さらに対策を強化していくことが必要とされており，この施策は次年
度も重点的に取り組んでいく必要がある。
　健康づくりは県民一人ひとりの取り組みが重要であることから，生活習慣病予防に関する県
民意識の一層の向上を図る。
　特に働き盛り世代の健康意識が低いことから，これらの世代への働きかけを強化し，ター
ゲットを絞った事業の展開を図る。
　直接住民と接する市町村の取組が重要であることから，市町村において，より一層実効性の
ある事業が実施できるよう支援を行う。
　生活習慣病の早期発見につながる検診体制の充実，質的向上を図る。
　国では今後の生活習慣病対策の推進のため，メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）
の概念を導入した対策の推進を打ち出し，現在進めている医療制度改革の中でも，生活習慣病
の予防を国民運動として展開し，都道府県健康増進計画にメタボリックシンドロームの有病
者・予備群等に関する目標を設定することが盛り込まれている。今後は，これに沿って対策を
強化・推進していく。
　本県の総死亡数の３割を占め，死因の１位となっているがんの予防対策を強化する。

おお
むね
適切

4,0003 みやぎの食育推進戦略事業 保健福祉部

みやぎ２１健康プラン推進事
業

2

1



施策
評価
方向
性

６５歳以上人口の中で重度要介護者数（介
護保険の要介護度４及び５の認定を受けて
いる人の数）の占める割合

・・・

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　今後，高齢化がより一層進展し，要介護高齢者等の増加が見込まれている。こうし
た中，障害の維持・改善を図り，自立した生活や社会参加等を実現するため，リハビ
リテーションの重要性はますます増している。
　施策重視度が75点に対して，施策満足度は50点にとどまっており，県民は，県の取
組がまだまだ十分ではないと感じている状況にある。この背景には，本県のリハビリ
テーション資源が極めて乏しい状況があり，この改善に向けてより一層積極的な取組
が必要である。
　リハビリテーション資源の中でも，特に急性期・回復期における医療や在宅で生活
する人に対するリハビリテーションサービスを行う施設，並びに，これらを担う医
師，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士等のスタッフが重要な役割を果たすことか
ら，これらの充実に向けた取組を重点的に強化していきたい。

6
地域リハビリテーション
サービスの提供

健康寿命（６５歳時の平
均自立期間） ・・・ おお

むね
適切
拡充

施
策
番
号

施策名 政策評価指標名 達成度

12



13

みやぎ食の安全安心県民総参
加運動事業

環境生活部 5,600

1
富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

H19
予算額
(千円)

担当部局 新

評価結果の反映状況

　県民が安心して安全な生活を送るための環境づくりにおいては、次のとおり重点事業を選定し、食の安全・安
心の確保を図ることとした。

80
満足度
(中央値) 55

政策名 県民が安心して安全な生活を送るための環境づくり

7

方向
性

施策
評価

分野 くらし
担当
部局

おお
むね
適切

高い

B食の安全安心取組宣言者
数

環境生活部

政策評価

おおむね適
切

政策整理番号 6

25
重視度と満足
度のかい離

－ 2

第５回県民満足度調査結果

政策
番号
1 －1

重視度
(中央値)

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　食の安全安心確保のためには、今後も継続して事業を推進していく必要がある。
　みやぎ食の安全安心県民総参加運動事業は、平成16年度途中から開始したものであ
り、社会経済情勢等からこの事業を引き続き着実に推進することが必要である。

達成度政策評価指標名

4
食品や水道水などの安全確
保

施策名

施
策
番
号

重点事業名

地産地消や食育を通じた需要の
創出と食の安全安心の確保

(3) 1
維持

地域経済を支える農林水産業の
競争力強化
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15

32
洪水や土砂災害などの大規模自
然災害対策の推進 土木部 22,500

6,000

112,500

1

総務部

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　いずれの事業も計画的かつ継続的に実施することにより、一定の水準を保つ必要が
ある。
　今後もこの施策を維持すべきである。

2
水害から地域を守る河川等
の整備

おお
むね
適切
維持

ハザードマップ作成市町
村数（洪水災害） B

　新河川流域情報システムの供用開始後の適切な情報提供を目指す。
　市町村における洪水ハザードマップの更なる整備を目指し，作成の支援を行うとと
もに，その必要性についてさらに意識啓発に努める。

土木部 新 7,381

7
ＧＰＳ波浪計整備事業（港
湾）

土木部

200,000

4
地震・津波・高潮等対策河
川・海岸事業（河川）

土木部

各市町村における防災･震
災訓練参加者数 C (4)

宮城県沖地震など大規模災害によ
る被害を最小限にする県土づくり

自主防災組織の組織率 A 3
人と自然が調和した美しく安全
な県土づくり

1
仙台塩釜港整備事業（耐震岸
壁）

新

第５回県民満足度調査結果

番
号

政策整理番号 7
政策
番号
1

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ達成度 担当部局

31

土木部

下水道地震対策緊急整備事業

木造住宅等震災対策事業

評価結果の反映状況

　大規模災害による被害を最小限にすることを基本としながら次のとおり重点事業を選定し、宮城県沖地震に備
えた施設整備や情報ネットワークの充実、大規模自然災害対策の推進及び地域ぐるみの防災体制の充実を図るこ
ととした。

政策名 県土の保全と災害に強い地域づくり

20
満足度
(中央値) 60

－

8

6 津波に備えたまちづくり検討

宮城津波情報ネットワーク構
築事業

洪水ハザードマップ作成支援
事業

387,000

H19
予算額
(千円)

施
策
番
号

1 地域ぐるみの防災体制整備 維持
おお
むね
適切

重点事業名

宮城県沖地震に備えた施設整備
や情報ネットワークの充実

施策名

高い
重視度
(中央値)

重視度と満足
度のかい離80

方向
性

施策
評価

おおむね適
切

政策評価指標名

総務部
保健福祉部
土木部

政策評価

2 －2 分野 くらし
担当
部局

2

450,000

土木部

74,858

741,000

3 土木部

5 津波・高潮対策事業（港湾） 土木部



2 116,532土木部

・・・各市町村防災計画（震災
対策編）の更新市町村数

地域ぐるみの防災体制の充実

A
土砂災害危険箇所におけ
るハード及びソフト対策
実施箇所数

適切 維持

洪水や土砂災害などの大規模自
然災害対策の推進

3
人と自然が調和した美しく安全
な県土づくり

(4)

施
策
番
号

施策名 政策評価指標名

土砂災害から地域を守る地
すべり対策等
3

施策
評価

宮城県沖地震など大規模災害によ
る被害を最小限にする県土づくり

32

500消防広域化促進事業 総務部 新

新 1,571

3

達成度
方向
性

7,800

853,000

939,000

H19
予算額
(千円)

新重点事業名 担当部局「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

3

番
号

河川流域情報等提供事業

地域防災力向上支援事業 総務部2

3,362,000

5 総合的な土砂災害対策事業

ダム建設事業（長沼ダム建設
事業）
4

土木部

土木部

河川改修事業 土木部

33
保健福祉部

災害ボランティア受入体制整
備事業
1

　県民満足度調査では，施策重視度が高い水準で推移しており，この施策が有効であ
ると判断されることから，今後も事業群の水準が保たれるよう努めたい。また，施策
満足度の低下を踏まえ，今後は土砂災害から県民を守るためこの施策の広域的な展開
を図り，県民の期待に応えていきたい。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

5 震災対策の推進
おお
むね
適切
拡充

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　宮城県沖地震再来の切迫感が日々増している中で、減災に向けた取り組みへの重要
性が高まってきており、その促進策を実施することが効果的である。
　施設の耐震化などのハード事業だけでなく、普及啓発等のソフト事業をあわせて総
合的な震災対策を行い、自助・共助の意識を高めることが必要である。
　高い確率で発生が予想される宮城県沖地震による被害想定では、人的にも施設的に
も甚大な数量が見積もられている。被害を最小限に食い止め、減災を図るためには、
現在の耐震化の実施率を大幅に上げる必要がある。
　市町村に対しては、引き続き震災対策に関する助言・指導等を行っていく。
　平常時から震災時に迅速なボランティアの受入れ・調整体制の整備を図るために、
関係団体との連携を図りながら、災害ボランティアセンターの設置訓練や震災時に中
心的な役割を果たすボランティアコーディネーター等の運営スタッフの研修会等をさ
らに拡充していくとともに被災地の負担にならないようにボランティア活動に係る環
境整備を行っていく必要がある。

16



17

(1)
経済・社会の持続的発展と環境
保全の両立

担当部局 新

おお
むね
適切

　地球温暖化の原因となる温室効果ガス、特に二酸化炭素の排出削減は県民一人ひと
りに課せられた課題で，環境政策上も非常に大きな意味を持つ。特に、民生部門等の
排出量の増加傾向が著しく、排出削減のための誘導施策を継続的かつ幅広く講じてい
く必要がある。
　平成17年2月16日には、先進国における温室効果ガス排出量の具体的な削減義務を
取り決めた京都議定書が発効し、国全体としてその達成に向けた取組を進めることが
喫緊の課題となっている。こうした状況を踏まえ，平成16年3月に策定した“脱・二
酸化炭素”連邦みやぎ推進計画（新・地球温暖化対策地域推進計画）を柱とし，現在
取り組んでいる二酸化炭素排出削減に向けたモデル事業の成果等の全県的な波及や，
宮城県地球温暖化防止活動推進員を活用した普及啓発活動の拡充を図り、地域レベル
から温室効果ガス排出削減の成果をあげていきたい。

自然エネルギー等導入量
（原油換算kｌ)

27
環境に配慮した社会経済システム
の構築と地球環境保全への貢献

2 環境生活部

環境生活部
3
人と自然が調和した美しく安全
な県土づくり

1
みやぎ地球温暖化対策地域推
進事業

3,163

H19
予算額
(千円)

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

重点事業名

評価結果の反映状況

　地球環境の保全においては、次のとおり重点事業を選定し、省エネルギーや環境負荷低減に向けた県民、事業
者の活動を促進するほか、地域特性を生かしたバイオマスエネルギーをはじめとする自然エネルギー等の地産地
消の取組により地球温暖化対策の推進を図ることとした。

政策評価

おおむね適
切

地球環境の保全

第５回県民満足度調査結果

30
重視度と満足
度のかい離

自然エネルギー等・省エネル
ギー促進事業

新エネルギー等の導入促進

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　地球温暖化問題は、京都議定書の発効などを受けて近年の環境政策上の重要なテー
マになっている。その原因とされる二酸化炭素の排出削減に向けては、化石燃料の消
費に依存した社会構造の変革が必要であり、解決策としては自然エネルギー等の導入
や省エネルギーの促進が中核となる。
　一方、この分野での実効性ある成果は一朝一夕に得られるものではなく、その推進
に向けた不断の取組が望まれる。多額の経済（社会）的負担を要するこの分野におい
て、県民の過度の負担を招くことなく施策目的を実現するためにも、普及啓発や地域
での様々な取組を促す施策、事業を着実に進める必要がある。
　平成17年度には、宮城県の今後の自然エネルギー等の導入促進に向けた基本計画を
策定している。平成18年度は、これを具体化する各種事業の調査・検討（エネルギー
の地産地消や県施設でのESCO事業等）を行うこととしており、次年度はその結果に基
づく事業展開を積極的に推進する予定である。

維持2 ・・・

1－

非常
に高
い

達成度政策評価指標名

3 －

満足度
(中央値)

政策名

担当
部局

政策整理番号 環境生活部1 分野 くらし8
政策
番号

50

地球温暖化の原因となる二
酸化炭素等の削減

重視度
(中央値) 80

1

施策名

施
策
番
号

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

B

施策
評価

１人当たり温室効果ガス
年間排出量

方向
性

おお
むね
適切
維持

2,004



3
人と自然が調和した美しく安全
な県土づくり
経済・社会の持続的発展と環境
保全の両立

3,854
(2)

富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

おお
むね
適切

4,6411(1)

(3)
地域経済を支える農林水産業の
競争力強化

1

担当部局
施策
評価

豊かなみやぎの水循環創造事
業

環境生活部 4,900

4,346産業経済部仙台湾の水循環健康診断事業1

環境生活部エコドライブ推進事業

H19
予算額
(千円)

新「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

重点事業名

評価結果の反映状況

　環境負荷の少ない地域づくりの推進においては、次のとおり重点事業を選定し、エコドライブなどの環境配慮
行動の日常化の促進や健全な水循環の推進等を図ることとした。

－21

重視度
(中央値)

政策評価

維持

施
策
番
号

1 大気環境の保全 維持

達成度政策評価指標名施策名
方向
性

窒素酸化物排出量（自動
車からの） B

非常
に高
い

第５回県民満足度調査結果

分野 くらし
担当
部局

政策整理番号 9
政策
番号

政策名 環境負荷の少ない地域づくりの推進

－ 3

おおむね適
切30

重視度と満足
度のかい離80

満足度
(中央値) 50

環境生活部
産業経済部

　自動車交通公害防止計画(平成9年～平成17年)の点検評価を行い、平成18年度内に
次期計画を策定し新たな目標を定めて対策を推進することとしており、方向性は維持
とする。
　車社会の急激な発展は、窒素酸化物等による大気汚染だけでなく、二酸化炭素排出
量の増加を招き、地球温暖化の一因にもなっていることから、大気汚染だけでなく地
球温暖化対策の視点も加えて施策を推進する。

6 競争力ある農林水産業への転換

29
豊かな自然環境，生活環境の保
全

豊かな自然環境，生活環境の保
全

27
環境に配慮した社会経済システム
の構築と地球環境保全への貢献

1 閉鎖性水域の水質保全事業 環境生活部

2

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　県民の水質保全に対する重視度が高いこと、また、公共用水域における閉鎖性水域
の環境基準達成率が低いことから、引き続き推進していく。
　湖沼、内湾などの閉鎖性水域では、水質の悪化が顕在化しているため、中小河川の
直接浄化などのハード事業や水生生物など生態系を利用した浄化方法の具体化等、よ
り効果的な水質保全施策を継続して推進する必要がある。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

おお
むね
適切

2
河川や湖沼、海等の水環境
の保全

公共用水域（河川・湖
沼・海域）の水質 A

18



19

3
人と自然が調和した美しく安全
な県土づくり

(2)
豊かな自然環境，生活環境の保
全

3,307

産業経済部 3,752

環境生活部

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　森林を健全に育成するためには，事業の実施が不可欠である。
　森林の有する多面的機能の高度発揮を図るため，「間伐等推進３ヶ年対策事業」を
強力に推進していく。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

環境生活部

森林育成事業費

リアスの森保全対策事業費

蒲生干潟自然再生施設整備事
業

6

B

松くい虫被害等総合対策事業 産業経済部 105,599

国定公園保全対策事業 環境生活部 12,034

775,146産業経済部

21,000

4 森林環境共生育成事業

5

伊豆沼・内沼環境保全対策事
業

環境生活部
一部
新
24,100

(3)
地域経済を支える農林水産業の
競争力強化

1
富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

競争力ある農林水産業への転換

評価結果の反映状況

　豊かな自然環境の保全・創造においては、次のとおり重点事業を選定し、国定公園やラムサール条約湿地など
の保全・再生の推進や身近なみどり空間の保全・創出等を図ることとした。

環境生活部
産業経済部

政策評価

豊かな自然環境の保全・創造

維持
おお
むね
適切

25
おおむね適
切

2

3

高い

第５回県民満足度調査結果

1

55

政策
番号
－ 3

重視度
(中央値) 80

満足度
(中央値)

達成度施策名 政策評価指標名

自然環境が保護されてい
る地域の割合 A

6

政策名

分野 くらし
担当
部局

政策整理番号 10 －3

重視度と満足
度のかい離

1
自然公園等の優れた自然環
境の保全

施
策
番
号

森林の適正な管理
民有林の人工林間伐実行
面積割合5

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

施策
評価

重点事業名 担当部局
方向
性

新
H19
予算額
(千円)

1

　自然環境の保全・再生については，それぞれの地域ごとに個別の施策を継続的に実
施することが有効である。また，自然環境の保全を巡る社会情勢の変化に対応するた
め，従来策定の基本方針等の見直しが必要である。
　現在，実施している伊豆沼・内沼環境保全対策事業を継続して実施するとともに，
個別の保全・再生事業として，蒲生干潟自然再生事業を平成18年度以降実施する予定
である。また，金華山復元対策など，それぞれの地域の特性に応じた自然環境の保
全・再生の施策を積極的に展開する。
　近年，希少野生動植物の保護や生物多様性など，自然環境の保全を巡る社会環境の
変化に対応するため，現在の「自然環境保全基本方針」の改正を18年度中に予定して
いる。同様に，「伊豆沼内沼自然環境保全基本計画」についても，見直しを行ってい
る。

維持
おお
むね
適切

1

29
豊かな自然環境，生活環境の保
全



1,141,930

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

人と自然が調和した美しく安全
な県土づくり

H19
予算額
(千円)

担当部局 新

産業経済部

番
号

1 治山事業

重点事業名

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　最近，森林セラピーなど，森林の持つ効能が見直され，県民の自然に対する関心は
高くなっており，自然とふれあう機会や場を提供することが必要と考えられる。
　みやぎ未来の森林整備事業（七ツ森地区）については，既存取得地の森林などを計
画的に整備し，県民の学習・保健増進等に供することが必要である。また，早期に今
後の利活用の方針を決定することが必要である。
　生活環境保全林については，市町村と連携を図りながら計画的に事業を推進する。
　河川事業については，自然とのふれあう場や機会の提供を行うために必要なソフト
事業であり，今後とも事業の推進が必要である。

32
洪水や土砂災害などの大規模自
然災害対策の推進

(4)

3

方向
性

6
自然とふれあう場や機会の
提供

おお
むね
適切
維持B

達成度
施策
評価

施策名 政策評価指標名

みどりとふれあえる空間
の面積（森林公園等の面

積） 宮城県沖地震など大規模災害によ
る被害を最小限にする県土づくり

施
策
番
号

20



21

562,6325
みやぎエコファクトリー立地
促進事業

環境生活部

環境生活部

３Ｒ推進市町村等支援事業

環境生活部

環境に配慮した社会経済システム
の構築と地球環境保全への貢献

1

番
号

重点事業名

1

H19
予算額
(千円)

担当部局 新

宮城県グリーン製品普及拡大
事業

評価結果の反映状況

　循環型社会の形成においては、次のとおり重点事業を選定し、廃棄物等の３Ｒ（発生抑制・再使用・再生利
用）の推進や排出事業者及び廃棄物処理業者への啓発活動や監視指導を通じた廃棄物の適正処理の推進等を図る
こととした。

環境生活部
土木部くらし

担当
部局

3 －

(1)

27

28

2

4

３Ｒ新技術研究開発支援事業 環境生活部

地域におけるバイオディーゼ
ル燃料利活用推進事業

環境生活部

企業連携型リサイクルシステ
ム構築支援事業

816

新 41,000

8,700

5,000

2,212

101,000

新環境生活部

環境生活部

環境生活部

7

6

３Ｒ推進普及啓発演劇上演事
業

産業廃棄物発生抑制等支援事
業

施
策
番
号

1 廃棄物の排出量の抑制
産業廃棄物排出量

政策評価指標名

１日１人当たりごみ排出
量

施策名

C

3

廃棄物等の３Ｒ（発生抑制・再使
用・再生利用）と適正処理の推進

経済・社会の持続的発展と環境
保全の両立

3
人と自然が調和した美しく安全
な県土づくり

満足度
(中央値)

高い

第５回県民満足度調査結果

11
政策
番号
1政策整理番号

政策名

重視度
(中央値) 60

達成度

－ 4 分野

循環型社会の形成

20

政策評価

おおむね適
切

重視度と満足
度のかい離80

方向
性

施策
評価

5,000

　環境負荷の少ない循環型社会を形成するためには，廃棄物の排出量を低減しながら
再生利用率を高めることが緊急の課題である。
　一般廃棄物に関しては，市町村の取組に対する支援・助成の充実についても検討す
る必要がある。
　産業廃棄物に関しては，平成17年度から負担措置としての税と支援措置としての技
術開発等に対する補助を導入している。これらを効果的に推進し，排出者自身による
再資源化や廃棄物の資源としての流通を促進するためのシステム構築やリサイクル産
業の集中的な配置等を支援するとともに，情報の提供や廃棄物の再生利用等を促進す
る。
　これまでの普及啓発活動の頻度や内容の拡大充実を図るとともに，制度の改善（条
例，有料化）支援など，より直接的かつ効果的な施策の展開を研究・検討する。

拡充

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

拡充
おお
むね
適切

C

2
廃棄物の資源化によるリサ
イクル

適切
産業廃棄物再生利用率 A

ごみのリサイクル率 B

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　環境負荷の少ない循環型社会を形成するためには，廃棄物の排出量を低減しながら
再生利用率を高めることが緊急の課題である。県は，排出者自身による再資源化や廃
棄物の資源としての流通を促進するとともに，リサイクル産業の集中的な配置やリサ
イクル施設の設置を支援する。
　県民の生活におけるごみの減量化は重要な課題であり，これまでの普及啓発活動の
頻度や内容の拡大充実を図るとともに，制度の改善（条例，有料化）支援など，より
効果的な施策の展開を研究・検討する。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明



新 25,1008
資源循環コーディネーター派
遣事業

環境生活部

下水汚泥燃料化施設建設事業

産業廃棄物不法投棄監視強化
事業

環境生活部

11
産業廃棄物処理システム健全
化促進事業

環境生活部

10 環境生活部
産業廃棄物処理業者指導強化
事業

土木部
28
廃棄物等の３Ｒ（発生抑制・再使
用・再生利用）と適正処理の推進

新 420,000

H19
予算額
(千円)

重点事業名 担当部局 新

経済・社会の持続的発展と環境
保全の両立

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

3
人と自然が調和した美しく安全
な県土づくり

(1)

2,220

8,400

2,000

12

番
号

9

3 廃棄物の適正処理の推進

施
策
番
号

施策名 政策評価指標名

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　環境負荷の少ない循環型社会を形成するため，廃棄物の適正処理を推進することが
必要不可欠である。
　不法投棄対策としては，第一に，廃棄物処理制度についての普及・啓発活動及び事
業者への指導により，未然に発生防止することが重要である。また，違反行為が発生
した場合は，早期発見・早期対応により事態の拡大を防止するとともに，悪質な事案
については厳格に対応することが必要である。さらに，現在の産業廃棄物の処理過程
では，安い業者に廃棄物が流れて結果的に不法投棄・不適正処理につながるという構
図があるため，このような構図を廃し，違反行為がなされない処理システムを構築し
ていくことが求められる。

・・・不適正処分された産業廃
棄物の残存量

達成度

おお
むね
適切
維持

施策
評価
方向
性

22



23

3
ＩＴ(情報技術)関連産業の
創出・育成

C
高度情報化を推進する情
報サービス産業等の従事

者数

おお
むね
適切
維持

医療・福祉分野における
産学官共同による先端的
研究成果移転件数

A 1
1
富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

起業家等育成支援事業

みやぎＩＴ市場獲得形成事業 企画部 新

みやぎe-ブランド確立支援事
業

企画部 26,300

85,000

1,827

評価結果の反映状況

　新成長産業の創出・育成においては、次のとおり重点事業を選定し、生活福祉関連産業など市場拡大が期待さ
れる分野での技術開発や製品開発への取組支援、情報産業の振興等を図ることとした。

企画部
産業経済部

政策評価

新成長産業の創出・育成

重視度
(中央値) 70 20

(2)
観光資源，知的資産を活用した
商業・サービス産業の強化

4

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

3,4002
みやぎＩＴ技術者等確保・育
成支援事業

企画部 新

3

適切

施
策
番
号

重視度と満足
度のかい離

満足度
(中央値) 50 高い

達成度

第５回県民満足度調査結果

政策
番号

22

(1)

新

1
産業経済部

4 8,862　ITベンチャー支援など「創出」の支援策だけでなく，「育成」を主眼とした事業展
開を行い，県内IT産業のみやぎブランド化を引き続き進める必要がある。
　ソフトウェアハウスやコールセンター等，IT関連企業の集積に積極的に取り組み雇
用創出を図る。
　地域の核となる地元企業の育成を図る。
　高度な技術力を有するIT人材の養成を図る。
　現在立地しているコールセンター事業者を引き続き県内に留め置く策として，人材
確保のための支援を行う。

H19
予算額
(千円)

10,308

2

方向
性

施策
評価

維持

政策名

分野 なりわい
担当
部局

政策整理番号 13 － 4 －

重点事業名 担当部局

育成・誘致による県内製造業の
集積促進

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　医療・福祉産業は，今後の成長産業に位置づけられており，本県の産業分野として
発展させるためには，県内企業による先端医療器具や福祉器具等の開発支援などに取
り組んでいくことが必要である。
　優れた医療・福祉機器の開発は，高齢者・障害者・患者等の身体的・精神的・社会
的機能の維持・回復，本人・家族の生活の質の向上等に寄与する等，県民の生活に直
結するものであることから，今後もこの施策を推進すべきである。

1

施策名 政策評価指標名

医療・福祉関連産業の創
出・育成

適切

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

機能性食品等開発普及支援事
業

新

生活支援機器産業育成・支援
事業

産業経済部

高付加価値型サービス産業・情
報産業及び地域商業の振興

地域経済を力強く牽引するもの
づくり産業（製造業）の振興

5,150産業経済部

1
情報通信関連企業立地促進奨
励金

3

企画部



6 起業家の育成
おお
むね
適切
維持

起業家講座・経営塾の支援による創
業者，中小企業者等の事業所開業率・・・

起業及び新分野進出・新業態展開意
欲を有する者の事業化率（ビジネス
プラン作成事業者等の事業化率）

A

施
策
番
号

施策名
施策
評価
方向
性

政策評価指標名 達成度

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　少子高齢化・団塊世代退職の時代を迎えるにあたり，「女性」「学生」「高齢者」
をキーワードとしたベンチャー育成が必要であり，今後とも「戦略事業」で拡充した
事業を継続させたい。
　起業家意識を醸成するため，広く県民への啓発を重視しながら，事業化を検討す
る。
　起業家講座の受講から具体的な起業に至るまで総合的な支援を行う。

4 食関連産業の創出・育成
おお
むね
適切
拡充

　食関連産業分野は，医療福祉分野，環境関連分野などと共に，今後の成長産業に位
置づけられており，本県の産業分野として発展させるためには，県内企業による価値
を付加した食品開発への支援などに取り組んでいくことが必要である。
　機能性食品に係る抗糖化食品等の学のシーズに基づく商品化に向けた展開や，開
発・商品化された機能性食品の普及に向けて重点的に取り組む。

A新たな機能性加工食品の
売上を計上した企業数

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

24



25

新

経営力の向上と経営基盤の強化11

産業経済部
産業人材育成プラットフォー
ム構築事業
1

2

産業経済部

沿岸漁業担い手活動支援事業 産業経済部

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　施策及び各事業は，人材育成を図る機能を果たしており，拡充する方向で継続す
る。

　来年度も重点的に取り組むとともに、新規就業者の実践力がさらに養えるよう、県
内農林水産業者のより強い協力のもとに新規就業者育成・確保が進められるよう検討
する。
　農林水産業の人材の育成は重要課題であり，その確保・育成に向け施策を集中する
こととしていることから，引き続きこの施策を重点的に展開するとともに、新たな研
修教育システムを進め，4つの政策評価指標の目標値達成や政策目的の達成を図る。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

維持

(5)
産業競争力の強化に向けた条件
整備

1
富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

1,544

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

重点事業名 担当部局 新

新規就農者確保育成総合支援
事業

産業経済部 新

評価結果の反映状況

　新しい時代を担う産業人の育成においては、次のとおり重点事業を選定し、農林水産業の次代を担う人材・後
継者の育成確保の推進を図ることとした。

3
政策
番号

高い

政策名

分野

176,993

29,101

2,772

おお
むね
適切

21,506

新

1 県中小企業支援センター事業 産業経済部

みやぎマーケティング・サ
ポート事業

産業経済部2

3

4

1

10

満足度
(中央値)

森林整備担い手対策基金事業

70

施策名

A

B

政策評価指標名

意欲ある農林漁業者・経営体
数
・認定農業者数

意欲ある農林漁業者・経営体
数
・認定林業事業体数

施
策
番
号

農林水産業の発展を担う人
材の育成

－

119,544

H19
予算額
(千円)

おお
むね
適切
維持

第５回県民満足度調査結果

重視度と満足
度のかい離50

おおむね適
切

方向
性

施策
評価

達成度

重視度
(中央値)

産業活動の基礎となる人材の育
成・確保

A技能検定合格者数（累
計）2

製造業等の発展を担う人材
の育成

20

なりわい 産業経済部

政策評価

新しい時代を担う産業人の育成

担当
部局

政策整理番号 14 2－ 4

意欲ある農林漁業者・経営体
数
・専業的漁業経営体数の割合

A

意欲ある農林漁業者・経営体
数
・新規農林水産業就業者数

B



維持

おお
むね
適切
維持B

A

商業・サービス業の人材
育成につながる事業への
参加者数等（研修受講者

数等）

情報技術活用による経営
革新をめざして専門家の
派遣を受けた中小企業数

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　施策重視度は70点だが、この政策の中での県民の優先度は最も低い。さらに、有識
者（市町村職員）の優先度では、登米、石巻圏域で0％となっており、この施策の認
知度を高めることも必要である。
　各支援機関が実施する事業については、事業開始以来、受講者の評価が高いことか
ら引き続き取り組む。
　なお一層の研修内容の充実、有効性の確保及び効率的な事業運営に努めるため、他
の支援機関との連携・協力体制の整備を進める。
　低迷する地域中小商業・サービス業の振興の推進役となるリーダーの育成事業の必
要性及び有効性は認められているので、各市町村への施策の広報等を行うとともに、
引き続き県民及び事業参加者のニーズの把握に努め、支援内容の充実を図る。

3
商業・サービス業の発展を
担う人材の育成

おお
むね
適切

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　この施策の事業等によりＩＴ（情報技術）を活用する中小企業は増えたが、企業間
でのＩＴ格差が拡大してきていることから，支援内容を企業のニーズに合わせながら
事業を継続していく必要がある。
　企業の需要に応じ，また需要を掘り起こし，事業を継続する。企業のIT格差は拡大
しているが，中位以下のレベルの企業を主な対象に設定し，広く対応していく。

4
ＩＴ(情報技術)等社会経済
の変化に対応した人材の育
成

施策
評価
方向
性

施
策
番
号

施策名 政策評価指標名 達成度

26



27

大学等シーズ実用化促進事業 産業経済部 新

新

9,500(1)
育成・誘致による県内製造業の
集積促進

1
富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

評価結果の反映状況

　高度な産業技術の普及推進においては、次のとおり重点事業を選定し、県内の学術研究機関の持つ技術力や研
究開発力を活用した高度技術産業の育成を推進することとした。

産業経済部

政策評価

高度な産業技術の普及推進

重視度
(中央値) 70

満足度
(中央値)

1

2
産学官の連携による高度技術産
業の集積促進

地域経済を力強く牽引するもの
づくり産業（製造業）の振興

3

産業経済部

適切50

施策名 政策評価指標名

産学官連携による技術の普
及

拡充適切

方向
性

1
地域イノベーション創出型研
究開発支援事業

2 知的財産活用推進事業

4 －

高い
重視度と満足
度のかい離

4

第５回県民満足度調査結果

20

政策名

分野 なりわい
担当
部局

政策整理番号 15
政策
番号
2－

産業経済部

　ＭＥＭＳ等マイクロテクノロジー産業の地元定着・集積と自動車関連産業の集積に
よる，地域産業のクラスター的展開を推進しているが，そのためには，県内の中小企
業のものづくりの基盤技術の高度化支援等が必要であり，この施策は次年度も特に重
点的に取り組むべきである。
　県内の中小企業のものづくりの基盤技術の高度化を進め，また知的財産の重要性を
認識し，知的財産の創造・保護・活用等による競争力の強化が必要であり，この施策
は特に重要であり重点的に取り組みたい。

6

達成度
施策
評価

A
先端・基盤技術高度化支
援事業における産学連携
グループ（研究会等）数

産業経済部

施
策
番
号

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

1

重点事業名

先端・基盤技術高度化支援事
業

H19
予算額
(千円)

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

新担当部局

12,500

6,250

21,400



.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

28



29

800

産業経済部 新 308

産業経済部 200

(1)
育成・誘致による県内製造業の
集積促進

2

政策名

分野

27,000

H19
予算額
(千円)

1

評価結果の反映状況

　産業間の連携と地域資源の活用による産業活力の創出においては、次のとおり重点事業を選定し、地域特性や
地域資源を生かしながら市町村等の関係機関と連携しながら地域振興策を展開するとともに、観光王国みやぎの
実現に向け、自然環境や食文化など地域の観光資源の磨き上げや、観光客に対する質の高い受入体制の整備等を
図ることとした。

1
政策
番号

高い

2,900

7,020

843

26,500

新

みやぎ「観光ノススメ」推進
事業

産業経済部

観光客誘致ステップアップ事
業

産業経済部

広域観光ルート（観光レシ
ピ）活用事業

産業経済部 新

2

3

5

産業経済部

4
みやぎ観光ホスピタリティ向
上推進事業

外国人観光客誘致促進事業

1

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

豊かな農林水産資源と結びつい
た食品製造業の振興

地域が潤う，訪れてよしの観光
王国みやぎの実現

地域産業振興事業

ふるさと食品活性化ネット
ワーク支援事業費

仙台・宮城デスティネーショ
ンキャンペーン推進事業

富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

産業経済部1

産業経済部

第５回県民満足度調査結果

農林水産物の付加価値の向
上

20
重視度と満足
度のかい離

施策名 政策評価指標名

施
策
番
号

重視度
(中央値) 70

満足度
(中央値)

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

重点事業名 担当部局 新

50

5 － なりわい

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　農産物価格の低迷による所得の確保対策やリスク分散を行う観点からも，２次・３
次産業部門を取り入れた，本県農業の新しい経営の展開方向を示す意義は大きい。ま
た，これまでの施策展開により，対象者や地域の動きも見られることから，この施策
を推進する事業を拡充していく必要がある。

1 拡充アグリビジネス経営体数・・・ 適切

政策整理番号 16 2－ 産業経済部

政策評価

おおむね適
切

産業間の連携と地域資源の活用による産業活力の創出

方向
性

施策
評価

達成度

担当
部局

A地域資源活用事業創出件
数

おお
むね
適切

　地域の産業振興を継続的に進めるため，事業者間の連携を促進し，農林水産，観光
等地域資源を活かした多様な取り組みにより，地域の産業活動の活性化や産業の創出
を図る必要がある。
　地域内の産業間連携を促進するため，県，市町村，民間の関係者が連携し，地域ご
との特徴を生かした事業展開を図る必要がある。
　新たな地域産品の開発やコミュニティビジネス，新規作目生産等，経営体の新たな
事業展開への支援が必要である。

拡充2
農林水産業や観光産業など
の産業間の連携

7

3

(2)
観光資源，知的資産を活用した
商業・サービス産業の強化

5

6
仙台・宮城デスティネーショ
ンキャンペーン受入施設整備
事業

産業経済部 新 30,000



19,165

産業経済部

1,350

H19
予算額
(千円)

5,300

産業経済部

政策評価指標名 達成度 担当部局 新重点事業名

(2)
観光資源，知的資産を活用した
商業・サービス産業の強化

3
地域資源を活用した観光産
業の振興

おお
むね
適切

A観光客入込数

施策
評価

施
策
番
号

施策名
方向
性

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

1
拡充

富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

番
号

(3)
地域経済を支える農林水産業の
競争力強化

9
5
地域が潤う，訪れてよしの観光
王国みやぎの実現

7
魅力ある商店街づくりによ
る商業の振興

中心市街地活性化基本計
画策定地区数

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　郊外大型店やロードサイドショップの台頭により，中心市街地をはじめとする中小商店の活
力は衰退傾向にあることから，更なる支援が必要である。
　少子高齢化社会の到来、消費者ニーズの変化など、日々激変する商業環境に対応するため、
新しいビジネスモデルの構築に対する側面支援を継続することの意義は大きい。
　中心市街地活性化法の改正が予定されていることから、改正内容及び地域の要望を踏まえ，
県の役割及び支援内容を再検討する必要がある。
　空洞化し衰退傾向にある地域商店街における活性化に向けた動きに対しては，県として引き
続き支援していく必要がある。
　取り組み地域が拡大していくよう事業誘導していく上で，県の役割が益々重要となる。
　特に，活性化に向けた計画の熟度の高い地域や事業実施による効果が高いと考えられる地域
に対しては，中心市街地の活性化を核とした各種商業振興施策を集中的に展開していく必要が
ある。
　より地域に密着した消費者ニーズに応えられる店作りを行えるようなソフト事業を充実して
いく。

　今後とも経済波及効果が高い観光産業の振興に関する事業の展開を図ることが有効
であることから，引き続き重点的に実施する必要がある。観光産業のもたらす経済波
及効果は高く，自然，歴史・文化，温泉，食など地域資源の活用による観光振興は，
地域産業全体の振興の起点となり得るものである。
　観光立県行動計画の基本理念に基づき，社会情勢や観光客のニーズの変化に対応す
べく策定する「みやぎ観光戦略プラン」により的確に観光産業の振興を図る。
　また，県内各地への誘客には，観光基盤の整備は勿論のこと，その地域に住む人が
自分の地域に誇りと愛着を持ち，自信を持って紹介できる魅力的な地域となることが
重要である。したがって，県内の交流人口を増やすこと，特に仙台圏域の県内各地へ
の誘客により，宮城の良さを再認識するなど「地域力」や県全体の観光地のレベル
アップ（観光力）の向上を図る。
　併せて，平成20年度に開催されるデスティネーションキャンペーンを核とした国内
外からの観光客の誘致を積極的に進める。

コンパクトで機能的なまちづく
りと地域生活の充実

1

2

グリーン・ツーリズム促進支
援事業

グリーン・ツーリズム推進活
動事業

個性派野菜（プンタレッラ）
ブランド化促進事業

産業経済部 1,000

4,075産業経済部
中心市街地商業活性化支援事
業

2

6 競争力ある農林水産業への転換

8

1
新世代アグリビジネス総合推
進事業

産業経済部

安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

コンパクトで機能的なまちづく
りと地域生活の充実

(4)
維持

ＴＭＯ認定数 B

おお
むね
適切

A

24

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

30



31

1 産業経済部米ビジネス推進事業費

8,0566
環境にやさしい農業定着促進
事業

産業経済部

3,680

首都圏県産品販売等拠点施設
運営事業

産業経済部 154,522

(1)
育成・誘致による県内製造業の
集積促進

みやぎのおいしい「食」ブラ
ンド化戦略推進事業

産業経済部
1
富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

担当部局 新

742

70

なりわい

H19
予算額
(千円)

17

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

第５回県民満足度調査結果

番
号

評価結果の反映状況

　地域経済を支える農林水産業の競争力の強化を基本としながら次のとおり重点事業を選定し、市場ニーズを重
視した生産・流通構造への転換や農林水産物のブランド化の推進、食材・食品の安全性に対する消費者の信頼に
こたえられる生産体制の確立等を図ることとした。

満足度
(中央値)

2政策整理番号

政策名

分野

水産物の安全・安心普及事業 産業経済部

産業経済部
みやぎ産品認知度・シェ

ア
（農畜産物（生産額２０
億円以上の品目数））

(3)
地域経済を支える農林水産業の
競争力強化

3

適切 拡充

21,013

1
米、麦、大豆の高品質化と
低コスト化

拡充適切

1,395

6 競争力ある農林水産業への転換

新

豊かな農林水産資源と結びつい
た食品製造業の振興

3

A

施
策
番
号

A

みやぎ産品認知度・シェ
ア

（農畜産物（生産額２０
億円以上の品目数））

政策評価指標名施策名 重点事業名達成度

1

方向
性

施策
評価

50 適切高い20
重視度と満足
度のかい離

産業経済部

政策評価

担当
部局

消費者ニーズに即した産業活動の展開

政策
番号
－ 5 －2

重視度
(中央値)

3,106

　各種農産物の輸入量増加により，価格が低下傾向であることから，生産施設・機械
の整備，技術支援等の総合的な支援，普及啓発を通して，高品質で周年生産が可能な
野菜，花き，果樹産地拡大，特用林産物の生産・流通・販売の強化を図る必要があ
る。
　肉用牛については，各地域での種雄牛の能力向上とともに各産地間競争が顕著と
なっているので，次年度以降も雄牛側と雌牛側の双方から組織的な改良を実施し，宮
城の特色ある牛づくりを推進する必要がある。
　食品や農産物等に対する安全安心への消費者ニーズが高まる中，消費者ニーズを踏
まえた生産振興とブランド化を推進する必要がある。さらに併せて，農産物等の付加
価値向上等のため，生産と加工を組み合わせたアグリビジネスの展開も不可欠であ
る。
　また，平成16年に検討した「水田農業改革に向けた取組計画」と今後新たに策定す
る「園芸特産振興基本計画」をベースに，各地域における｢地域水田農業ビジョン｣と
連携を図り，「売れる野菜・花き，麦，大豆等の新たな展開」に向けた新たな施策を
打ち出していく必要がある。

2
野菜・花き・肉牛等のブラ
ンド化と生産性向上

4,169

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　激化している産地間競争に勝ち抜き，水田における主要農作物の安定供給を図るた
め，機械等の導入や技術支援，生産基盤等の整備や良品質麦・大豆の生産促進に向け
たハード，ソフトでの支援が必要である。
　米消費量の減少の一方で外食，中食をはじめ新たなニーズとして拡大傾向にある分
野も存在するほか，消費者の安全安心志向に応える生産振興も求められている。特に
「売れる米づくり」の実現に向けて，推進していく必要がある。
　麦・大豆についても，米と同様に本県の主要作物として位置づけられており，消費
者や市場等の多様なニーズに応えられる品質の生産を，コストの低減を図りながら推
進していく必要がある。
　また，平成16年に検討した「水田農業改革に向けた取組計画」と今後新たに策定す
る「園芸特産振興基本計画」をベースに，各地域における「地域水田農業ビジョン」
と連携を図り，「売れる野菜・花き・麦・大豆等の新たな展開」に向けた新たな施策
を打ち出していく必要がある。

2

4

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

2

3 園芸特産戦略産地育成事業

みやぎの野菜ブランド化推進
事業

産業経済部

産業経済部
みやぎの水産物トップブラン
ド形成事業
5

山の幸振興総合対策事業 産業経済部 2,280



7
地産地消や食育を通じた需要の創
出と食の安全安心の確保

エコファーマー支援普及事業

産業経済部

産業経済部 1,198

新 69,500産業経済部
農地・水・環境保全営農活動
支援事業

6
みやぎ木づかいモデル創造事
業

産業経済部 4,200

みやぎおさかな１２つき提供
事業

5 食育・地産地消推進事業

4

産業経済部 1,383

産業経済部 7,800

9,639

産業経済部 新 7,600

産業経済部 1,317

1
富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

7

番
号

重点事業名 担当部局
H19
予算額
(千円)

3,661

新

(3)
麦・大豆ビジネス推進事業費 産業経済部

1
経済・社会の持続的発展と環境保
全の両立

900産業経済部

4,776産業経済部
一部
新

みやぎの養液栽培普及推進事
業
8

生がき安全安心対策事業

学校給食地場野菜等利用拡大
事業費

11

5 有機農産物等の生産

環境保全型農業に取り組
む農家数の割合 A

県認証制度、エコファー
マー等取組農家数の割合 A

おお
むね
適切
維持

施策
評価
方向
性

　環境保全型農業は，継続的に実践する必要性が高く，今後も取り組むべき施策であ
る。
　社会的に環境保全が論じられている中で，農業生産に係る環境負荷低減を推進する
必要がある。
　環境保全型農業のシンボル的指標として，有機農産物等の生産振興を図る。
　このため，県認証事業の普及啓発，エコファーマーの育成を進め，環境負荷の少な
い継続性の高い農業への転換を図る。

(1)

3
人と自然が調和した美しく安全な
県土づくり

3
県産木材のブランド化と品
質の向上

おお
むね
適切
拡充A

安心・安全なみやぎ産品の
供給量

（みやぎブランド材（品質
基準適合製材品）出荷量）

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　「住宅の品質確保等の促進等に関する法律」の施行後，高品質な製材品へのニーズ
が高まってきている。また，シックハウス問題や地域材利用の意義など，これまでに
なく関心が高まっており，安心・安全な県産材の普及拡大・ＰＲには絶好の機会に
なっていることから，この施策を拡充して実行する必要がある。
　みやぎブランド材の認知度を向上させるため，事業規模を拡大し，より効果的に一
般県民や住宅建設業界等にＰＲできる事業を創設する。特に，学校施設などの公共施
設等において安心・安全な県産材へのニーズが高まっていることから，平成18年3月
に立ち上げた「みやぎ材利用センター」を核に一般住宅用建築材も含めたブランド材
の安定供給システムを構築し，県内の流通拡大をより一層図る必要がある。

6

おお
むね
適切
維持4

県産水産物のブランド化と
品質の向上

みやぎ産品認知度・シェア
（水産物（仙台・東京中央卸売市場
における主要品目販売額シェア））

C

水産加工品品評会受賞品の
継続製造・販売品目数 A

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　水産業は地域経済を支える重要な地場産業ではあるが，長引く景気低迷による消費
の伸び悩み，価格・品質等の地域間競争の激化によりその経営は依然として厳しい状
況にあり，施策を継続する必要がある。
　簡便化志向，健康志向，本物志向等食品に対する消費者のニーズはますます多様化
しており，新商品開発等に対する新技術の導入や市場動向の把握とその対応が求めら
れている。
　これらの課題を解決していくためには，製品製造技術の指導，情報提供及び新商品
開発，品質向上，販路拡大，ニーズの把握が必要であり，情勢の変化に応じた事業の
見直しを考慮しながら，引き続き事業を実施していく。

施
策
番
号

施策名 政策評価指標名 達成度 「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

地域経済を支える農林水産業の
競争力強化

競争力ある農林水産業への転換

9
「もっともっと・みやぎの間
伐材」流通拡大対策事業

10

食材王国みやぎ総合推進事業

「優良みやぎ材」流通強化対
策事業

1

2

3

産業経済部 12,000

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

27
環境に配慮した社会経済システム
の構築と地球環境保全への貢献

32
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拡充

　農畜水産物の一次生産者及び食料品製造業者を取り巻く環境が依然として厳しい
中，消費者が求めている安全で安心な食材や食品の生産と流通の確保は重大な責務で
あり，更なる支援が必要である。
　新たに，ＧＡＰ（適正農業規範）の普及啓発・導入を図り，県産生鮮野菜の安全性
の確保に向けた取組を推進する。
　24ヶ月齢以上の死亡牛の全頭検査は，牛海綿状脳症特別措置法で平成15年4月から
義務づけられたもので，BSEの原因究明と消費者ニーズに対応したBSE検査体制の維持
は，生産者と消費者の信頼関係構築には不可欠な要素となっている。
　食の安全安心確保のための検査の充実や技術開発の推進を図るとともに，生産団体
の実施する施設整備や安全対策に対する支援を今後とも重点的に実施していく。

みやぎ産品認知度・シェア
（農畜産物（生産額２０億
円以上の品目数））

A

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　幅広い事業展開と，常に現場のニーズや社会経済情勢の変化に応じた事業の見直し
を念頭に置き，施策全体の拡大，強化を図りながら展開していく必要がある。
　販路拡大においては，東京アンテナショップ「宮城ふるさとプラザ」等を活用した
消費者ニーズの的確な把握に努め，マーケットインの販売戦略のもと県産品の販売促
進活動を展開する。一方で，ＢｔｏＢのマッチング支援における展示会や商談会的事
業の実施により，業界毎の流通・販売特性やニーズに応じて事業展開を図っていく。

A

C

みやぎ産品認知度・シェア
（木材（県の製材用木材需
要量に占める県産材率））

みやぎ産品認知度・シェア
（水産物（仙台・東京中央
卸売市場における主要品目
販売額シェア））

7 県産品の流通・販売の促進 適切 拡充

安全・安心な食料生産のた
めの衛生管理の高度化
6

B

安心・安全なみやぎ産品の
供給量

（ＨＡＣＣＰ方式等高度衛
生管理導入施設数）

B

適切
安心・安全なみやぎ産品の

供給量
（県産牛の出荷頭数）

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

施
策
番
号

施策名 政策評価指標名 達成度
施策
評価
方向
性



重点事業名

(1)
育成・誘致による県内製造業の
集積促進

1
富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

1

H19
予算額
(千円)

評価結果の反映状況

　産業基盤の整備による生産力の強化においては、次のとおり重点事業を選定し、地域経済の核となる拠点企業
等の戦略的な誘致の推進を図ることとした。

産業経済部

政策評価

産業基盤の整備による生産力の強化

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

重視度
(中央値) 70

満足度
(中央値)

1
地域経済を力強く牽引するもの
づくり産業（製造業）の振興 2

3

第５回県民満足度調査結果

20
おおむね適
切

2－ 5 －

50 高い

政策名

分野 なりわい
担当
部局

政策整理番号 18
政策
番号

担当部局

施
策
番
号

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　産学官ラウンドテーブルにおいて締結された「地域産業経済の成長に向けた基本合
意書」の項目として、「研究開発プロジェクト・研究開発型企業の誘致に関するこ
と」があげられており、地域の受け入れ態勢は十分に機が熟している。
　東北大学等の協力が得られることで他地域との差別化が可能となった現在、企業立
地を促進するための優遇制度の拡充が県としての責務である。
　特に、先端技術企業を誘致するために必要な優遇制度について十分に検討し、企業
にとって宮城県が魅力ある地域となるような支援体制を整える必要がある。
　東北大学等と共同研究を行う企業を立地し、先端技術の海外移転等による空洞化を
防止することにより、先端技術産業等の集積と雇用機会の拡大を図る。
　県外の先端技術を有する企業を県内に誘致するために有効な事業であると認められ
るので、来年度は事業を再構築し企業誘致を図る。

5

施策名 政策評価指標名

戦略的な企業誘致 拡充

達成度

A全立地件数に対する先端
技術を有する企業の割合

重視度と満足
度のかい離

企業立地奨励金事業 産業経済部
おお
むね
適切

方向
性

施策
評価

新

5,040

142,989

立地有望業界動向調査事業 産業経済部

34
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11 経営力の向上と経営基盤の強化

産業経済部 41,686,000

建設業経営多角化支援事業 土木部 3,841

新 10,700

東アジアとの経済交流促進事
業

産業経済部

4
みやぎグローバルビジネス総
合支援事業

産業経済部

海外ＩＴ企業マッチング事業 企画部 新

1
富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

1
(4)
アジアに開かれた広域経済圏の
形成

海外事務所運営費補助事業 産業経済部 33,758

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

重点事業名
H19
予算額
(千円)

担当部局

評価結果の反映状況

　足腰の強い産業育成に向けた経営基盤の強化においては、次のとおり重点事業を選定し、県内企業の海外販路
開拓の積極的な支援や、事業者の経営力や販売力強化のための支援の充実及び資金調達環境等の整備の推進を図
ることとした。

2－ 5 －

足腰の強い産業育成に向けた経営基盤の強化

18,000

13,817

4,500

一部
新

　グローバル化が進展し、各国間の貿易額も年々増加している中で、県内企業の国際
化を推進し、海外展開をしようとしている企業を支援することは、既存の取り組みで
は掴むことのできないビジネスチャンスの獲得が期待され、企業の業績拡大にもつな
がるので、重点的に取り組むべき施策である。
　企業が必要としている支援は、企業にあった個別具体的な支援であり、グローバル
化に対する企業のノウハウの蓄積である。その点については、平成16、17年度は緊急
経済産業再生戦略事業「海外販路開拓事業」で個別企業に対する集中的支援を行った
が、今後も同じレベルの支援を行っていくためにもこのような事業を拡充し、実施し
ていく必要がある。
　また、市場としても今後大きくなると思われる中国を中心として商談会等を行って
いる「東アジアとの経済交流事業」についても、拡充して実施していく必要がある。

7,216

適切

国際経済コンサルティン
グの利用事業所数 A

宮城県の貿易額 A

3

県内企業のグローバルビジネス
の推進と外資系企業の立地促進

第５回県民満足度調査結果

中小企業の経営基盤の強化

20
重視度と満足
度のかい離

施策名

適切

政策評価指標名 達成度

50

施策
評価

新

2
日本貿易振興機構仙台貿易情
報センター負担金

産業経済部次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

8

拡充4

なりわい
担当
部局

政策整理番号 19
政策
番号

4 分野
企画部
産業経済部
土木部

政策評価

　景気は緩やかに回復傾向にあるものの、依然として中小企業を取り巻く環境は厳し
いことから、新事業展開、再生などのニーズに対応した各種資金により、中小企業の
経営基盤の強化を支援していく必要がある。また、証券化を活用した融資などにも積
極的に取り組んでいく。
　再生を目指す企業に対しては、中小企業再生支援協議会を中心に支援を推進する必
要があり、相談機能の充実を図る。
　特に、建設業界は、公共事業の削減に伴い非常に厳しい状況にあることから、積極
的に新事業への展開（多角化）を支援していく必要がある。

高い
重視度
(中央値) 70

満足度
(中央値)

方向
性

施
策
番
号

政策名

1

5 国際化への対応 拡充

5

6

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

(5)
産業競争力の強化に向けた条件
整備

香港・台湾との経済交流事業 産業経済部

2 中小企業金融対策事業

A製造品出荷額

おお
むね
適切



産業経済部 13,600

18
多様な就業機会や就業環境の創
出

(3)
生涯現役で安心して暮らせる社
会の構築

6 みやぎ障害者ITサポート事業 保健福祉部

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

教育庁職業観を育む支援事業1
将来の宮城を担う子どもの教育
環境づくり

評価結果の反映状況

　雇用の安定と勤労者福祉の充実においては、次のとおり重点事業を選定し、新規学卒者及び若年者の勤労観・
職業観の形成促進や就業環境の整備、障害者等の能力開発の促進や支援体制の充実を図ることとした。

おおむね適
切

－ 6政策整理番号

　新規学卒者の就職環境は，新規高卒者の就職内定（決定）率に見られるように改善
傾向にあるが，全国的に見るといまだ下位で推移しているため，今後さらに改善が進
むように，関係部局が一体となった取り組みが必要である。
　新規学卒者の就職環境を改善するためには，新規学卒者への直接的な就職支援はも
ちろんのこと，幼児期から発達段階に応じた，また，地域や家庭における職業意識の
形成促進が必要であることから，次年度も重点的に事業を推進していく。
　施策重視度が90点なのに対して，施策満足度が50点と大きく乖離しており，県民は
この施策の必要性をかなり感じているものと判断できる。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

7 新規高卒者の就職内定
（決定）率 A

おお
むね
適切

　国の施策や社会経済情勢に応じた対策を講じる必要がある。
　公共職業安定所または他団体等との連携を図り、障害者雇用推進を強化することを
検討する。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

1

2 産業経済部

新規高卒未就職者対策事業 産業経済部

重点事業名

新規大卒者等就職援助事業

産業経済部

5
障害者就業・生活支援セン
ター事業

保健福祉部

3 高卒就職者援助事業

4

H19
予算額
(千円)

4,300

8,961

80
満足度
(中央値)

担当部局

50

番
号

新

(2)

保健福祉部

保健福祉部

3,060

20,900

773

県庁業務障害者就労モデル事
業
8

障害者就業・生活サポート事
業

就労支援事業費7

政策
番号

政策評価

新規学卒者の就職対策 拡充

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

15
着実な学力向上と希望する進路
の実現

方向
性

施策
評価

政策名

なりわい
担当
部局

－221

雇用の安定と勤労者福祉の充実

保健福祉部
産業経済部
教育庁

2 分野

6

第５回県民満足度調査結果

30
重視度と満足
度のかい離

非常
に高
い

維持

政策評価指標名

おお
むね
適切

重視度
(中央値)

施
策
番
号

障害者の多様な就業対策

施策名 達成度

障害者雇用率 B

15,577

14,821

6,600

36
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749教育庁

教育庁

9,291教育庁

(2)

B
…

14
家庭・地域・学校の協働による
子どもの健全な育成

将来の宮城を担う子どもの教育
環境づくり

15
着実な学力向上と希望する進路
の実現

(1)
子どもを生み育てやすい環境づ
くり

総合学科等の新しいタイ
プの県立学校数

A

A
A
C

維持適切
児童生徒の学習意欲・学
習理解度（中学校）

児童生徒の学習意欲・学
習理解度（小学校）

C
A
B

特色ある学校づくり

教育庁 8,000

A

外部評価実施学校（小・
中・高）の割合

生徒の学習意欲・進学達
成率（高等学校）

　特色ある学校づくりは，今回の学習指導要領の改訂の中で第4の柱として位置付けられてお
り，社会情勢にかなった時宜を得たものである。
　中高一貫校は，平成18年4月現在で全国に197校あるが，本県では，平成17年4月にようやく2
校目が開校したところであり，全県の教育機会の均等化を図るため，早期に増設が必要であ
る。また，多彩なカリキュラムを備えた総合学科等の新しいタイプの学校のさらなる増設が必
要である。
　学校活性化プロポーザル（モデル）校は，全国的にも注目を集めているが，事業終了に当
たってそのノウハウを継承していく。
　キャリア教育総合推進事業は，確実に活用が進んでいるのでさらに力を入れ，生徒の望まし
い職業観の育成と進路意識の高揚に努めていく。
　学校評価支援システムは，ソフトウェアにさらに改善を加え，平成18年度当初にシステムを
県サーバーに移管し本格稼働させる。
　学力向上については，小中学校においては児童生徒の学力の定着状況を継続的かつ的確に把
握し，その結果を教員の資質向上及び授業改善に生かすとともに，家庭との連携を強化しなが
ら家庭学習の充実を図るなど，具体的な取組の一層の推進を図る。また，高校においては学校
ごとの数値目標を設定しており，機会を捉えて家庭学習の確保を指導していく。

維持

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　不登校の未然防止及び早期解消のためには，悩みを抱えた児童生徒及び保護者への
広範な相談体制の整備や，不登校児童生徒への学校復帰に向けた支援のほか，児童生
徒一人一人が互いに認め合い，尊重し合いながら生活する環境づくりが求められてい
る。そのためには，従来の相談体制整備や不登校児童生徒支援に加え，思いやりの気
持ちなどを育む心の教育が不可欠である。
　平成19年度においても，道徳教育の充実など心の教育を図る「子どもの心すこやか
育成事業」として展開し，相互の関連を図りながら総合的にいじめ，不登校等への対
策を進めていく。さらに，中１不登校出現率減少を目指すために，小中学校間連携は
もちろん，学校・家庭・地域・関係機関等との一層の連携を深め，未然防止の観点か
ら生徒指導総合対策事業を拡大し，不登校児童生徒の再登校への支援を進めていく。

豊かな心と健やかな体の育成16

4

2

1

施策
評価

2 不登校児童生徒等への支援
おお
むね
適切

不登校生徒の在籍者比率
（出現率） 小学校 A

不登校生徒の在籍者比率
（出現率） 中学校 C

1

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

－1－

政策評価指標名

1

みやぎらしい協働教育推進事
業
1

学力向上ステップアップ事業

2

3 教育庁

73,571

3,057

重点事業名 担当部局

小中学校学力向上推進事業 教育庁

新
H19
予算額
(千円)

新

5

進学指導地域拠点形成事業

キャリア教育総合推進事業

１３歳の社会へのかけ橋づく
り事業

豊かな体験活動推進事業

評価結果の反映状況

　個性・創造性・豊かな心を培う教育の推進においては、次のとおり重点事業を選定し、児童生徒や地域のニー
ズに応じた特色ある教育環境づくりの推進、教員の資質向上や児童生徒の学力向上に関する取組の推進、体験活
動の充実や心の教育に関する取組の推進等を図ることとした。

80
満足度
(中央値)

おおむね適
切

7
担当
部局

政策整理番号 教育庁

政策評価第５回県民満足度調査結果

分野 ふるさと

政策名 個性・創造性・豊かな心を培う教育の推進

22
政策
番号
3

重視度
(中央値) 50

非常
に高
い

施
策
番
号

施策名 達成度

30
重視度と満足
度のかい離

方向
性

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

12,700

小学校教科担任制モデル事業 教育庁 新

教育庁 11,341

5,923



4 新

3,709

1,202,034

7

A
B
A

A
A
A

全授業日数中、社会人講
師等が教えている日数の

割合
適切

豊かな心と健やかな体の育成

児童生徒や地域のニーズに応じ
た特色ある教育環境づくり
17

(2)
将来の宮城を担う子どもの教育
環境づくり

　少子化の進展で児童生徒数が減少する中で，盲・聾・養護学校の児童生徒数は僅か
ではあるが増加している。
　次年度以降も「宮城県障害児教育将来構想」実現のため，施策の更なる拡大が必要
である。
　国においても「特殊教育」から「特別支援教育」への転換を図る方向性が示される
など，障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた質的な充実も必要となっ
ている。
　教育関係者のみならず，広く県民の理解促進を図り，ノーマライゼーション社会の
一層の充実に努める。

施策
評価
方向
性

2

施
策
番
号

施策名 政策評価指標名 達成度

19,028

学級編制弾力化事業 教育庁

総合教育相談事業

教育庁

教育庁 13,669

180,458

教育庁

問題を抱える子ども等の自立
支援事業

県立高校将来構想推進事業 教育庁

教育庁

7

1

6

子どもの心すこやか育成事業

高等学校スクールカウンセ
ラー活用事業

59,292教育庁

5,300

16

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

33 障害児教育の充実
おお
むね
適切
拡充

県立盲・聾・養護学校在籍
児童生徒が、居住地の小・
中学校において、児童生徒
と学習活動を通し交流した

割合

A

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

6 地域に開かれた学校づくり 維持

4

１０日以上授業公開日を
設定している学校の割合

小・中学校における「学
社連携・融合事業」の実

施割合

　開かれた学校づくりの必要性・重要性は，県民満足度調査の結果から認識できる。
今後は，施策・事業について地域住民や県民の理解と支持を一層得られるよう，社会
人活用や学校公開について情報提供に努めたり，事業内容を工夫していくことが必要
と考える。
　それぞれの事業の充実を図り，開かれた学校づくりの推進を図る。

A

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

みやぎアドベンチャープログ
ラム事業

5

6

特別非常勤講師制度活用事業
(小・中学校)

教育庁

個性かがやく高校づくり推進
事業

教育庁 新

学校評価ガイドラインに基づ
く評価実践研究事業

教育庁

番
号

重点事業名 担当部局 新
H19
予算額
(千円)

一部
新

7,486

4,700

8,000

3,528

3 高等学校入学者選抜改善事業 教育庁 1,316

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　この政策に属する7つの施策の中で，県民の優先度は1位の41.0％と，2位の18.7％
を大きく引き離しており，施策重視度も80点と高いことから，県民はこの施策の必要
性をかなり感じている。
　噴出する新たな教育課題には，もはや学校だけでは対応しきれる状況になく，今ま
さに，家庭・地域と学校が協働して地域全体で教育活動を展開することが必要であ
り，この施策を強力に推進していかなければならない。
　家庭・地域と学校が協働し地域全体で教育活動を展開していく「地域社会と学校教
育との協働」を，県内全市町村，全学校区に広めていくために，施策・事業を拡充し
ていく。

5 学校評価事業 教育庁

7
地域社会と学校教育との協
働の推進

拡充
おお
むね
適切

38



39

135,047

1,264

共に学ぶ学習システム整備事
業

教育庁

番
号

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ 重点事業名
H19
予算額
(千円)

新

434

94,431

11

12

9

10

医療的ケア推進事業

8

17
児童生徒や地域のニーズに応じ
た特色ある教育環境づくり

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

(2)
将来の宮城を担う子どもの教育
環境づくり

担当部局

教育庁

特別支援教育広報啓発事業 教育庁

共に学ぶ教育研修充実事業

特別支援教育地域支援推進事
業

教育庁

教育庁

1,191



5,531

重視度と満足
度のかい離

図書館市町村支援費 教育庁
おお
むね
適切

方向
性

施策
評価

新

54,859

施策名

みやぎ県民大学受講者数
（累計） A

B公立図書館における図書資料貸
出数（県民一人当たり）

政策評価指標名

多様なニーズに対応した学
習機会の提供

拡充

担当部局

施
策
番
号

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　少子高齢化の進展等，今後，生涯学習の重要性はますます高まっていくことが予想
される。
　広域的に，かつ多様なニーズに対応した学習機会を提供するみやぎ県民大学推進事
業については，多くの県民からの要望に応えるためにも，講座を拡充する必要があ
る。
　文字活字文化振興法の施行により，県として市町村図書館の支援に力を入れていか
なければならない。図書館は，生涯学習を行うための基幹施設であり，新設等も含
め，市町村図書館への支援については拡充していく。
　以上，生涯学習施策については，拡充の方向で行いたい。

1

達成度

50 高い

政策名

分野 ふるさと
担当
部局

政策整理番号 23
政策
番号

2

第５回県民満足度調査結果

20
おおむね適
切

3－ 7 －

みやぎ県民大学推進事業 教育庁2

生涯学習社会の確立とスポー
ツ・文化芸術の振興

重視度
(中央値) 70

満足度
(中央値)

23

H19
予算額
(千円)

評価結果の反映状況

　生涯にわたって学び楽しめる環境の充実においては、次のとおり重点事業を選定し、みやぎ県民大学の実施や
市町村図書館に対する支援など、県民の多様な学習機会の確保に向けた取組の推進を図ることとした。

教育庁

政策評価

生涯にわたって学び楽しめる環境の充実

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

重点事業名

(3)
生涯現役で安心して暮らせる社
会の構築

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

1

40



41

次
年
度
の
方
向
性

の
説
明

　この施策は、社会情勢や県民満足度調査の結果から見て非常に必要性が高いもので
あるが、男女がともに個性と能力を発揮できる社会づくりへの取組は即時に効果が明
らかになるものではなく、継続的な取組が必要である。
　県民にとって、市町村はより身近に感じられる存在であるため、これまで以上に市
町村との連携を強化し、引き続き重点的に取り組む必要がある。

4
高齢者がいきいきと生活す
る社会づくり

高齢者のうち就業・社会
活動している者の割合 ・・・

おお
むね
適切
維持

A

次
年
度
の
方
向
性

の
説
明

高齢者が元気に安心して暮らせ
る環境づくり
21

　10年先の高齢化社会を見据え，団塊世代など元気シニアを対象とした取組を強化す
る必要がある。
　平成17年度から「元気シニアのイキイキ生活応援プロジェクト」をスタートしてい
るが，団塊世代向けの核となる事業化やシニアカレッジアカデミー等に継続的に取り
組む必要がある。

女性や子ども、高齢者や障
害者等の人権の擁護

提供するサービスに関し
第三者評価を実施した入
所施設の割合

保健福祉部

5

次
年
度
の
方
向
性

の
説
明

　高齢者の権利擁護を推進するため，これまで民間活動の支援，介護サービスの第三
者評価の推進を図ってきた。
　平成17年には，介護保険法の改正や高齢者虐待防止法の制定があり，介護サービス
の一層の質の確保・向上や，家庭や施設での高齢者虐待の防止に対する取組が求めら
れており，引き続き事業に取り組む必要がある。
　また，福祉サービスの第三者評価については，平成18年度から新たに関係課による
総合的な検討が開始されている。
　これらの方向性を踏まえて，引き続き事業を推進する。

おお
むね
適切
維持

高齢者虐待対策事業

2

4

ふるさと

1 維持

政策評価指標名

おおむね適
切

男女共同参画社会の実現と全ての人が参加できる社会の形成

方向
性

達成度

環境生活部
保健福祉部

政策評価

多様な就業機会や就業環境の創
出
18

おお
むね
適切

県の審議会等委員の女性
比率

施策
評価

H19
予算額
(千円)

番
号

重点事業名 担当部局 新

第５回県民満足度調査結果

男女がともに個性と能力を
発揮できる社会づくり

20
重視度と満足
度のかい離

施策名

50

B

70
満足度
(中央値)

53,732

11,5301 老人クラブ活動育成事業

評価結果の反映状況

　男女共同参画社会の実現と全ての人が参加できる社会の形成においては、次のとおり重点事業を選定し、男女
共同参画の推進に向けた取組の促進、高齢者の知識や経験を生かした地域活動への参加促進等を図ることとし
た。

3
政策
番号

高い

担当
部局

政策整理番号 24

政策名

分野

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

施
策
番
号

3－ 7 －

重視度
(中央値)

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

(3)
生涯現役で安心して暮らせる社
会の構築

2,636
一部
新

保健福祉部

明るい長寿社会づくり推進事
業

保健福祉部

3
福祉サービス第三者評価推進
事業

保健福祉部 534

4,144

環境生活部
ポジティブ・アクション推進
事業
1



　住民との協働による行政運営を目指す県や市町村にとって，地域社会の活性化が課
題となっている。県民参加の文化祭等による地域活性化という形で施策を展開して，
地域社会の活力を再生する必要がある。
　次年度は，地域文化及び県民の文化芸術活動の持つ力をそれぞれの地域の活性化に
つなげるために，引き続き芸術協会など県内文化団体の文化活動への支援を継続して
いく。

　住民との協働による行政運営を目指す県や市町村にとって，地域社会の活性化が課
題となっている。地域の祭礼，伝統行事，住民の地域に根付いた創作活動等は，地域
住民の結びつきを強め，地域間交流を生み出すものであることから，本県において
は，文化芸術の力で地域社会を活性化する必要がある。
　次年度は，地域文化及び県民の文化芸術活動の持つ力をそれぞれの地域の活性化に
つなげるために，教育分野，観光分野等他分野においても文化を念頭に置いた施策
を，これまで実施してきた事業に加え，さらに推進していく必要がある（例えば，子
どもの文化芸術活動を活かした地域づくり，文化芸術を活かした産業，観光による地
域づくり，文化芸術施設等を核とした地域づくりなど）。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

おお
むね
適切

23

環境生活部
教育庁

政策評価

おおむね適
切

地域の誇りとなる文化・芸術の保存や振興

方向
性

施策
評価

達成度

担当
部局

政策整理番号 26 3－ 8 － ふるさと

8,709

H19
予算額
(千円)

おお
むね
適切
拡充

第５回県民満足度調査結果

美術や演劇など文化・芸術
活動に親しむための環境づ
くり

20

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

重点事業名 担当部局 新

重視度と満足
度のかい離

施策名 政策評価指標名

施
策
番
号

重視度
(中央値) 70

満足度
(中央値) 50

2

みやぎの文化力育成支援事業 教育庁1

図書館貴重資料保存修復事業 教育庁

生涯学習社会の確立とスポー
ツ・文化芸術の振興

5,942

3
みやぎ県民文化創造の祭典(芸
術銀河)開催事業

環境生活部

15,924

評価結果の反映状況

　地域の誇りとなる文化・芸術の保存や振興においては、次のとおり重点事業を選定し、県民が文化芸術に触れ
る機会の充実などによる文化芸術活動の振興を図ることとした。

1
政策
番号

高い

政策名

分野

(3)
生涯現役で安心して暮らせる社
会の構築

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

19,323

4 美術館教育普及事業 教育庁

県立文化施設への入場者
数と芸術文化事業への参
加者数（主催事業参加者

数）

2

3
県民が行う創作活動や表現
活動への支援

維持

B

県立文化施設への入場者
数と芸術文化事業への参
加者数（主催事業参加者

数）

B

42
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2
ＮＰＯマネジメントサポート
事業

みやぎＮＰＯ夢ファンド事業 4,000

3,800

第５回県民満足度調査結果

ＮＰＯ（民間の非営利組
織）の活動の支援

20
重視度と満足
度のかい離

政策評価指標名施策名

193

70

施
策
番
号

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　各事業の有効性に関し十分に検証しながら，ＮＰＯ側の意向把握に十分配慮の上，
効率及び効果的な施策及び事業展開を図る必要がある。
　ＮＰＯと行政との間で有機的な協働関係が構築されるよう，事業の共同実施や県業
務委託等を一層推進するとともに，ＮＰＯ及び行政の相互理解促進に向けた取組を総
合的に実施する。

2

方向
性

政策名

分野 ふるさと
担当
部局

政策整理番号 27
政策
番号
－

満足度
(中央値) 50

多様な主体の協働による地域づくりの推進

高い

施策
評価

達成度

維持
おお
むね
適切

C

評価結果の反映状況

　多様な主体の協働による地域づくりの推進において、その重要な担い手であるＮＰＯの自立的活動の促進や行
政とのパートナーシップの構築を目指し、次のとおり重点事業を選定し、各種支援の推進を図ることとした。

環境生活部

政策評価

おおむね適
切

－

重視度
(中央値)

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

新
H19
予算額
(千円)

重点事業名 担当部局

ＮＰＯの法人設立認証数
（人口１０万人当たりの
全国順位）

県政運営の基本姿勢などに関連するその
他の取組

1 環境生活部

環境生活部
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4,973

3,156,050

11,912

1,800,000

250,000

530,000新

重視度と満足
度のかい離

仙台国際貿易港整備事業 土木部
一部
新

おお
むね
適切

方向
性

施策
評価

新

1,217,000

施策名 政策評価指標名

仙台空港の機能の強化と活
用

拡充

担当部局
H19
予算額
(千円)

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

重点事業名

施
策
番
号

おお
むね
適切

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　常に変化する国際経済情勢に的確に対応し，安定的に発展させていくため，施策は
可能な限り拡充を図ることが必要である。
　引き続き仙台空港の利用促進を図り，旅客需要を喚起するため，これまで以上に積
極的・効果的に施策を維持・展開するべきである。
　特に，利便性の大きな向上につながる空港アクセス鉄道の開業が平成18年度末に予
定されることから，その情報を空港ＰＲ活動の際に盛り込み，利用者増に結びつける
施策を展開する。

1

達成度

A仙台空港利用者数（国内
線、国際線）

50 高い

政策名

分野 まじわり
担当
部局

政策整理番号 33
政策
番号

1

第５回県民満足度調査結果

20
おおむね適
切

4－10－

港湾振興対策事業 土木部

3
仙台港背後地土地区画整理事
業

土木部

2

宮城の飛躍を支える産業基盤の
整備

4

5

6

A

　この政策は，政策重視度が70点で政策満足度とのかい離が20と，その必要性が認識
されており，その中でも県民の優先度が1位の施策であることから，県民はこの施策
の必要性をかなり感じていると判断される。
　不透明な経済情勢等，各事業を取り巻く環境は依然として厳しい状況にあることか
ら，施策の円滑な推進のためには行政側の支援が不可欠であり，ハード・ソフト両面
にわたる取り組みを強化する必要がある。
　平成18年度末に「アクセス鉄道開業」及びこれと時機を合わせた「臨空都市の一部
まちびらき」「空港関連道路の一部供用」を予定しているが，鉄道との相乗効果によ
る仙台空港の一層の拠点性向上を図るため，平成19年度においても各事業への重点的
な取り組みが求められる。

2
仙台空港へのアクセス等周
辺施設の整備と活用

拡充

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

70
満足度
(中央値)

12

評価結果の反映状況

　県内産業の新たな飛躍のための交通・物流基盤の整備を基本としながら次のとおり重点事業を選定し、仙台空
港や仙台塩釜港のより一層の機能強化を図り、県内外にその活用促進を働きかけることとした。

土木部

政策評価

国内外との交流の窓口となる空港や港湾機能の強化

重視度
(中央値)

(5)
産業競争力の強化に向けた条件
整備

1
富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～

1

仙台空港臨空都市土地区画整
理事業資金貸付金

仙台空港利用促進事業 土木部

土木部

7
（都）大手町下増田線街路事
業

土木部

仙台空港利用者数（国内
線、国際線）

関下・下増田臨空土地区画整
理補助事業

土木部



施
策
番
号

達成度

3
仙台国際貿易港の整備と活
用

仙台港背後地地区市街化
率

適切

施策名 政策評価指標名

おお
むね
適切

A仙台塩釜港（仙台港区）
外貿コンテナ貨物取扱量

拡充A

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　荷主企業・船会社等の指摘事項を解消し、さらなるコンテナ貨物の増大を図るため
には、コンテナ貨物の取扱量に対応したヤードの整備を行っていく必要がある。
　平成18年度に今後のコンテナ貨物需要予測調査等を行うこととしており、その結果
により、コンテナヤードの拡張と各施設の配置を検討する。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　平成23年度の事業完成に向けた年次計画を踏まえ，平成19年度の事業量を設定した。
　仙台国際貿易港は，増大する物流需要と船舶の大型化・コンテナ化等の輸送革新に対応する
ことで国際競争力を強化することにより，周辺施設を含めて東北の物流拠点としての機能を拡
充する必要がある。
　仙台港周辺地区については，仙台東部道路や仙台空港等の交通ネットワークを積極的に活用
し流通業務の効率化を図ることで，地球温暖化防止に向けて運輸部門における温暖化ガス排出
量の削減を図る必要がある。
　そうした社会的背景を受け，港湾流通拠点地区として仙台国際港周辺の土地の利活用を積極
的に促進するため，今後は土地区画整理事業地内の関係権利者はもちろんのこと，企業誘致の
ための他部局との情報共有など多様な主体との連携を積極的に進めていく必要がある。
　特に仙台港背後地地区において，平成18年度に予定しているセンター地区での公募による進
出企業決定を契機として，これまで以上に土地の流動化が期待できることから，保留地につい
て整備・広告・販売を戦略的に進め，市街化の促進を図る必要がある。

4
仙台国際貿易港の周辺施設
の整備と活用

施策
評価
方向
性

拡充

46



47

宮城の飛躍を支える産業基盤の
整備

3
人と自然が調和した美しく安全
な県土づくり

12

維持

　県内の公共交通の安定的かつ安全な運行を確保するため、引き続き必要な支援を
行っていく。

課題
有
維持

(4）

24

企画部
土木部

政策評価

おおむね適
切

方向
性

施策
評価

拡充
おお
むね
適切

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

高い

第５回県民満足度調査結果

分野 まじわり
担当
部局

政策整理番号

政策名

34 2

達成度政策評価指標名施策名

施
策
番
号

1 高速道路の整備

20
重視度と満足
度のかい離70

満足度
(中央値)

重視度
(中央値) 50

高速道路ＩＣ４０分間交
通圏カバー率

番
号

重点事業名 担当部局

地域高規格道路整備事業

H19
予算額
(千円)

新

土木部 524,000

4,629,667土木部

企画部

3

2
地方生活バス路線の維持・活
性化事業

離島航路運行維持対策事業 企画部

富県宮城の実現～県内総生産10
兆円への挑戦～
産業競争力の強化に向けた条件
整備

評価結果の反映状況

　国内及び県内の広域的交流の促進を基本としながら次のとおり重点事業を選定し、広域道路ネットワークの整
備推進及び生活交通バス路線などの地域の生活を支える公共交通の維持支援等を図ることとした。

政策
番号
4

国内の交流を進めるための交通基盤の整備

－10－

2

1 高規格幹線道路整備事業

3
広域道路ネットワーク整備事
業

土木部 5,288,000

97,444

152,864

4 宮城県交通計画策定事業 企画部 新 3,500

45,3471 第三セクター鉄道対策事業 企画部

1 橋梁耐震補強事業 土木部 991,000

2
道路管理ＧＩＳシステム整備
事業

土木部 65,000

コンパクトで機能的なまちづく
りと地域生活の充実

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

(4)
コンパクトで機能的なまちづく
りと地域生活の充実

(5)

おお
むね
適切・・・

・・・

A
1

高速道路ＩＣ４０分間交
通圏カバー率 A

緊急輸送道路橋梁整備率
道路の改良率2

国道、県道、市町村道の整
備

3
バスや鉄道などの公共交通
ネットワークの整備

次
年
度
の
方
向
性

の
説
明

　県民満足度調査結果から、気仙沼・本吉圏域の重視度が高く、満足度が低い状況で
あることは、三陸縦貫自動車道の整備促進を願うものであり、重点的に整備を推進す
る必要があり「拡充」と判断した。
　三陸縦貫自動車道については、平成18年度に本吉気仙沼道路が事業着手している。
　国内の広域的交流を進めるためには、高速道路ネットワークの形成を図ることは急
務であるが、絶えずコスト縮減と効率化を図る。

宮城県沖地震など大規模災害によ
る被害を最小限にする県土づくり

31
宮城県沖地震に備えた施設整備
や情報ネットワークの充実

次
年
度
の
方
向
性

の
説
明

　県内の広域的交流を進めるためには、高速道路ネットワークと県内各地を結ぶ国
道・県道・市町村道の整備及び緊急輸送道路橋梁整備を図ることが必要である。
　緊縮財政の下では効率的な執行を求められているため、事業の効果的な展開を図
り、全体としてこの施策は「維持」とする。

次
年
度
の
方
向
性

の
説
明

県内移動における公共交
通分担率

B
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49

外国人の暮らしやすい環境
づくり

5 友好姉妹省州県交流事業 産業経済部

多文化共生・地域づくり推進
事業

産業経済部 新

多文化共生・生活支援事業 産業経済部 新

多文化共生・コミュニケー
ション支援事業

産業経済部 新

70

(2)
将来の宮城を担う子どもの教育
環境づくり

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

1

評価結果の反映状況

　国際性豊かな人材の育成と県民参加型の国際交流・国際協力の推進においては、次のとおり重点事業を選定
し、児童生徒に対する英語教育の推進、多文化共生社会形成のための推進体制の整備促進、外国人県民に対する
コミュニケーション支援・生活支援の促進等を図ることとした。

産業経済部
教育庁

政策評価

国際性豊かな人材の育成と県民参加型の国際交流・国際協力の推進

重視度
(中央値)

満足度
(中央値)

15
次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　国際化社会においては，国際交流や国際理解を深めるためにも語学力の向上が不可
欠であり，外国語教育は緊急かつ最重要な課題である。
　この問題解決のための施策の一端を担っているのがこの施策であり，今後維持拡大
していく必要がある。
　引き続き，国際交流員３名を配置し，市町村配置ＡＬＴの活動，活用などに対する
支援を強化していく。
　モデル地域の小学校の英語活動を支援するとともに，その成果を県内の小学校に普
及させる。
　中学校・高等学校の授業改善及び英語担当教員の英語力の向上を図るための研修を
実施する。
　「宮城県版英語検定事業」では，(財)英語検定協会と協力して作成する宮城県独自
の英語検定試験を高校1年生全員が受験することによって，生徒の英語学習のモチ
ベーションを高める。

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　外国籍県民は依然増加傾向にあり，特に近年は日本人配偶者の増加等定住化する傾
向が顕著に認められることから，多文化共生社会の形成を推進する関係施策の一層の
充実が必要である。
　外国人懇談会については，条例制定後に設置が見込まれる審議会等にその機能が引
き継がれることから，17年度限りでの事業廃止とした。
　住まいるサポーターについては，利用実績がゼロであったことから，17年度限りで
の事業廃止とした。
　外国籍県民等の動向や，18年度の事業効果を踏まえ，更なる支援体制の充実に向け
検討を行う。
　17年度から（仮称）多文化共生推進条例の制定に関する本格的な検討作業を進めて
いるが，18年春に総務省が地域における多文化共生推進モデルプランを示し地方自治
体での指針・計画策定を求め，また政府の経済財政諮問会議においては政府としても
外国人の生活環境整備について省庁横断的に取り組むことが必要との方向性が示され
ていることから，国の動向や本県で18年度に策定する「みやぎ国際化戦略プラン」の
内容を注視し，本県の多文化共生施策の展開について検討を進める。

4

着実な学力向上と希望する進路
の実現

2

3

小学校英語教育推進事業 教育庁

1
多文化共生・推進体制整備事
業

産業経済部 新

2

1

第５回県民満足度調査結果

20
おおむね適
切

4－11－

50 高い

政策名

分野 まじわり
担当
部局

政策整理番号 35
政策
番号

施
策
番
号

1

達成度

AＡＬＴ（外国語指導助
手）１人当たりの生徒数 21,000

施策名 政策評価指標名

国際化を担う人材育成の推
進

拡充

担当部局
H19
予算額
(千円)

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

重点事業名

重視度と満足
度のかい離

学校英語教育充実推進事業 教育庁
おお
むね
適切

方向
性

施策
評価

新

500

3,500

3,266

3,680

3,173

7,618

おお
むね
適切
拡充A県内外国人留学生数2

(5)

26

だれもが安全に、尊重し合いな
がら暮らせる環境づくり

外国人も活躍できる地域づくり



A
公的主体による交流事業
で海外と往来した延べ人

数

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　友好関係にある省州県との国際交流については，広範な県民の参加を得ながら積極
的に展開するとともに，相手方から特に要望の高い経済交流の実現に努めていく。
　市町村や教育機関，民間団体等の姉妹・友好関係については，それぞれの主体性を
尊重し自主的な活動を期待しながら，ホームページ等による有益な情報の提供などの
面から，さらに支援を充実させていく。
　海外技術研修員については，必要な専門技術の習得や国際交流の架け橋となる人材
育成を促進するため，研修内容を充実させていく。

3
さまざまな分野の県民の国
際交流・協力の推進

施策
評価

おお
むね
適切
維持

施
策
番
号

施策名
方向
性

政策評価指標名 達成度

50



51

A

インターネット人口普及率 C 1,732教育庁ＩＣＴ教育推進事業

教育庁

政策評価

おおむね適
切

高度情報化に対応した社会の形成

方向
性

施策
評価

達成度

まじわり
担当
部局

－

重視度
(中央値) 70

満足度
(中央値) 50

第５回県民満足度調査結果

12－

施
策
番
号

5 拡充

政策評価指標名

政策整理番号 36 4

おお
むね
適切

2
安心と活力に満ちた地域社会づ
くり

次
年
度
の
方
向
性
の
説
明

　次世代を担うＩＴ人材の育成は必要不可欠な状況であることから，事業規模を拡充
しながら継続的に取り組むべき施策である。
　子どもたちが早い段階からＩＴに触れる機会をつくりながら，情報リテラシー教
育，情報モラル教育を促進していくための新たな取組が必要である。
　コンピュータを使って教科等の指導ができる教員の割合が全国平均を下回っている
ので，教員の育成を行いながら学習指導能力の向上を図っていく。
　インターネットへの接続状況が向上しているので，次の目標として高速化を推進す
る。
　校内ＬＡＮが整備されたので，特色あるＩＴ教育の推進を図る。
　県民を対象とした様々なＩＴに関する学習機会の提供を拡大しながら，高度なＩＴ
技術者の養成を推進する。

次世代を担うIT人材の育成

20
重視度と満足
度のかい離

施策名

コンピュータを使って教科等の
指導ができる教員の比率

評価結果の反映状況

　高度情報化に対応した社会の形成においては、次のとおり重点事業を選定し、情報通信技術を活用した教育活
動の推進を図ることとした。

1
政策
番号

高い

政策名

分野

重点事業名 担当部局 新
H19
予算額
(千円)

(2)
将来の宮城を担う子どもの教育
環境づくり
着実な学力向上と希望する進路
の実現
15

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ
番
号

1



２ 公共事業再評価

平成１８年度の公共事業再評価は，３３事業（土木部所管１０事業，産業経済部所管２３事業）について再評価を実施した。
再評価に当たっては，第三者機関である宮城県行政評価委員会公共事業評価部会による調査審議と同部会からの意見を踏まえて検討した
結果，３３事業すべてについて事業を継続することとした。なお，条件等を付された事業については，次表のとおり対応することとした。
県ではこうした評価結果を踏まえ次年度以降の事業実施方針について検討を重ね，平成１９年度の事業内容を決定するとともに，必要な
予算編成を行った。その概要については，次表のとおりである。

№ 事業種別 事 業 名 事業 評価の結果 反 映 状 況
実施 平成１９年度予算額 平成１９年度事業内容 備 考

（ ） （ ）再評価種別 箇所 （千円） 事業実施上の対応・検討状況
１ 河 川 広域基幹 登米市 事業継続

迫川(夏川) １０，０００ ・測量設計 一式
河川改修事業
（再々評価）

２ 河 川 広域基幹 岩沼市 事業継続
五間堀川 ５０，０００ ・用地買収 Ａ＝２，９００㎡
河川改修事業
（再々評価）

３ 河 川 広域基幹 大崎市 事業継続
多田川 加美町 ６０，０００ ・河道詳細設計 一式
河川改修事業 ・用地買収 Ａ＝１，４５０㎡
（再々評価）

４ 河 川 内川上流 丸森町 事業継続
総合流域防災 ５０，０００ ・排水樋管 １基
事業
（再々評価）

５ ダ ム 払川ダム 南三陸町 事業継続
建設事業 ５８５，０００ ・県道付替工（県道橋他）一式
（再々評価）
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№ 事業種別 事 業 名 事業 評価の結果 反 映 状 況
実施 平成１９年度予算額 平成１９年度事業内容 備 考

（ ） （ ）再評価種別 箇所 （千円） 事業実施上の対応・検討状況
６ ダ ム 川内沢ダム 名取市 事業継続 公共事業評価部会の意見を踏

建設事業 本年度より着手する増田川ブ ２，０００ ・水文調査 一式 まえ，現在，川内沢ダムを含む
（再々評価） ロック河川整備計画の策定に当 増田川の河川整備計画について

たり,流域委員会で，治水・利水 検討を進めるとともに，河川整
計画上のダムの必要性について 備計画について学識者や地域住，
代替案との比較を含め十分に検 民等から意見を聴くための第１
討していく。また，その検討状 回懇談会を，平成１９年３月に
況について，公共事業評価部会 開催する予定である。
へ報告する。 なお，懇談会での検討状況に

ついては，公共事業評価部会に
報告することとしたい。

７ ダ ム 筒砂子ダム 加美町 事業継続
建設事業 ５０，０００ ・水文調査 一式
（再々評価） ・ダム計画見直し検討 一式

８ 港 湾 石巻港港湾環 石巻市 事業継続 浚渫土砂の発生状況等により
境整備事業 事業の再開に当たっては，隣 － － 平成１４度より事業を休止して
(廃棄物埋立 接する－１２ｍ岸壁（国直轄事 いる。また，コスト縮減を図る
護岸) 業）と事業調整を図り，コスト ため，－１２ｍ岸壁（国直轄事
（再評価） 縮減に努める。 業）と事業調整を図る。

９ 道 路 主要地方道 大崎市 事業継続
仙台三本木線 １９２，０００ ・延長 Ｌ＝５００ｍ

３混内山道路改 ・切土工 ７５，０００ｍ
３良事業 ・盛土工 ７５，０００ｍ
２（再評価） ・法面工 ５，０００ｍ

10 街 路 都市計画道路 塩竃市 事業継続
北浜沢乙線 １３０，０００ ・舗装 Ｌ＝４９０ｍ
道路改築事業 ・側道整備 Ｌ＝１４０ｍ
（再々評価）
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№ 事業種別 事 業 名 事業 評価の結果 反 映 状 況
実施 平成１９年度予算額 平成１９年度事業内容 備 考

（ ） （ ）再評価種別 箇所 （千円） 事業実施上の対応・検討状況
11 林 道 ふるさと林道 石巻市 事業継続

緊急整備事業 女川町 ２８３，０００ ・林道開設 Ｌ＝１，１００ｍ
・森林基幹道 ・林道舗装 Ｌ＝２，９５７ｍ
開設事業
女川京ヶ森線
（再評価）

12 農業農村 湛水防除事業 松島町 事業継続
整備 幡谷地区 大郷町 ２００，０００ ・導水路工（穴川サイフォン）

（再評価） Ｌ＝８０ｍ

13 農業農村 経営体育成 美里町 事業継続
整備 基盤整備事業 涌谷町 ９０，０００ ・区画整理付帯工 一式

出来川右岸
地区
（再評価）

14 農業農村 経営体育成 大崎市 事業継続
整備 基盤整備事業 涌谷町 １８０，０００ ・幹線道路 Ｌ＝１ｋｍ

田尻第２地区
（再評価）

15 農業農村 経営体育成 栗原市 事業継続
整備 基盤整備事業 １００，０００ ・暗渠排水 Ａ＝４５．０ｈａ

王沢地区
（再評価）

16 農業農村 経営体育成 栗原市 事業継続
整備 基盤整備事業 ４０，０００ ・暗渠排水 Ａ＝２６．１ｈａ

大里地区
（再評価）
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№ 事業種別 事 業 名 事業 評価の結果 反 映 状 況
実施 平成１９年度予算額 平成１９年度事業内容 備 考

（ ） （ ）再評価種別 箇所 （千円） 事業実施上の対応・検討状況
17 農業農村 経営体育成 登米市 事業継続
整備 基盤整備事業 ２００，０００ ・区画整理 Ａ＝１２．１ｈａ

石森地区
（再評価）

18 農業農村 経営体育成 登米市 事業継続
整備 基盤整備事業 １００，０００ ・暗渠排水 Ａ＝２７．７ｈａ

日根牛地区
（再評価）

19 水産基盤 気仙沼漁港 気仙沼市 事業継続
整備 広域漁港整備 ４００，０００ ・人工地盤 Ａ＝２，８１０㎡

事業(特定) ・－６．０ｍ岸壁（改良）
（再評価） Ｌ＝６４ｍ

20 水産基盤 波路上漁港 気仙沼市 事業継続
整備 広域漁港整備 １００，０００ ・Ｃ防波堤 Ｌ＝４０ｍ

事業(特定)
（再評価）

21 水産基盤 石巻漁港 石巻市 事業継続
整備 広域漁港整備 ２５，０００ ・排水施設（改良）

事業(特定) Ｌ＝３８３ｍ
（再評価）

22 水産基盤 鮎川漁港 石巻市 事業継続 国・地元関係者との事業調整
整備 広域漁港整備 南防波堤の整備については， ２０，０００ ・南防波堤測量設計 一式 を図り，整備計画の再検討を行

事業(特定) 国・地元関係者との事業調整を っていく。平成１９年度事業の
（再評価） 行って整備計画を再検討する。 南防波堤測量設計については，

また，整備計画が確定した段階 整備計画が確定した後に事業を
で，検討結果を公共事業評価部 実施する。
会へ報告する。
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№ 事業種別 事 業 名 事業 評価の結果 反 映 状 況
実施 平成１９年度予算額 平成１９年度事業内容 備 考

（ ） （ ）再評価種別 箇所 （千円） 事業実施上の対応・検討状況
23 水産基盤 松岩漁港 気仙沼市 事業継続 気仙沼市との事業調整を図
整備 広域漁港整備 道路橋及び関連する臨港道路 １００，０００ ・Ａ護岸 Ｌ＝１２０ｍ り，整備計画の再検討を行って

事業(一般) の整備については，気仙沼市と いく。
（再評価） の事業調整を行って整備計画を 気仙沼市との第１回目の事業

再検討する。また，整備計画が 調整（打合せ）を平成１９年１
確定した段階で，検討結果を公 月に実施。
共事業評価部会へ報告する。

24 水産基盤 日門漁港 本吉町 事業継続
整備 広域漁港整備 ７０，０００ ・防波堤（改良） Ｌ＝４ｍ

事業(一般)
（再評価）

25 水産基盤 伊里前漁港 南三陸町 事業継続
整備 広域漁港整備 － － 平成１８年度にて事業完了

事業(一般)
（再評価）

26 水産基盤 寄磯漁港 石巻市 事業継続
整備 広域漁港整備 ５０，０００ ・東防波堤（改良）

事業(一般) Ｌ＝２５ｍ
（再評価） ・西護岸（改良）設計 一式

27 水産基盤 福貴浦漁港 石巻市 事業継続 港内静穏度の確保に必要な，
整備 広域漁港整備 東防波堤の整備による事業効 １７５，０００ ・－２．０ｍ物揚場 東防波堤の必要延長と事業効果

事業(一般) 果を十分に検証し，効率的・効 Ｌ＝６０ｍ について，計画の変更を視野に
（再評価） 果的な事業の推進をしていく。 ・用地護岸 Ｌ＝７５ｍ 現在検証作業中。

28 水産基盤 磯崎漁港 松島町 事業継続
整備 広域漁港整備 ５０，０００ ・－２．５ｍ航路浚渫

３事業(一般) Ｖ＝４，２００ｍ
（再評価）
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№ 事業種別 事 業 名 事業 評価の結果 反 映 状 況
実施 平成１９年度予算額 平成１９年度事業内容 備 考

（ ） （ ）再評価種別 箇所 （千円） 事業実施上の対応・検討状況
29 水産基盤 閖上漁港 名取市 事業継続 平成１８年度より底生生物の
整備 広域漁港整備 「仙台湾の水環境健康診断事 ２００，０００ ・－３．５ｍ泊地浚渫 出現状況・底質分布状況調査や

事業(一般) 業」の実施により，貧酸素水発 Ｖ＝１５，０００ｍ 着底稚仔魚調査を実施３

（再評価） 生と汚染負荷源との関連性を検
討していく。

30 水産基盤 渡波漁港 石巻市 事業継続
整備 広域漁港整備 １００，０００ ・－２．０ｍ物揚場（改良）

事業(一般) Ｌ＝７０ｍ
（再評価） ・－２．０ｍ泊地浚渫

Ａ＝７，２００㎡

31 水産基盤 塩釜漁港 塩竃市 事業継続
整備 広域漁港整備 ５０，０００ ・－７．０ｍ泊地浚渫

３事業(一般) Ｖ＝６．５００ｍ
（再評価）

32 水産基盤 狐崎漁港 石巻市 事業継続
（ ）整備 地域水産物 ２３０，０００ ・北防波堤 ケーソン製作４函

供給基盤整備 Ｌ＝６０ｍ
事業 ・北防波堤（基礎工）
（再評価） Ｌ＝４０ｍ

・用地護岸 Ｌ＝４９ｍ

33 水産基盤 荒浜漁港 亘理町 事業継続
整備 地域水産物 １５０，０００ ・－３．５ｍ航路浚渫

３供給基盤整備 Ｖ＝１３，０００ｍ
事業
（再評価）




